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飛驒市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 

 

 

 飛驒市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定め 

る条例（平成24年飛驒市条例第46号）の一部を次のように改正する。 

 

 

 

目次中 

「 第４節 運営に関する基準（第50条―第59条）          

第４章 認知症対応型通所介護                    」を 

「 第４節 運営に関する基準（第50条―第59条） 

第３章の２ 地域密着型通所介護 

第１節 基本方針（第59条の２） 

第２節 人員に関する基準（第59条の３・第50条の４） 

第３節 設備に関する基準（第59条の５） 

第４節 運営に関する基準（第59条の６―第59条の20） 

第５節 指定療養通所介護の事業の基本方針並びに人員、設備及び運営に 

   関する基準 

第１款 この節の趣旨及び基本方針（第59条の21・第59条の22） 

第２款 人員に関する基準（第59条の23・第59条の24） 

第３款 設備に関する基準（第59条の25・第59条の26） 

第４款 運営に関する基準（第59条の27―第59条の38） 

第４章 認知症対応型通所介護                    」 

に改める。 

 

第14条中「及び第67条」を「、第59条の６、第59条の29及び第59条の30」に改め

る。 
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第16条及び第17条中「第８条第23項」を「第８条第24項」に改める。 

 

第30条第２項中「この章」を「この節」に改める。 

 

第39条第１項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が所在する」を

削り、「３月に１回以上」の次に「（地域と連携し、地域に開かれた安定した運営が

できていると市長が認める場合は、おおむね４月に１回以上）」を加える。 

 

第54条第２項中「この章」を「この節」に改める。 

 

第３章の次に次の１章を加える。 

第３章の２ 地域密着型通所介護 

第１節 基本方針 

（基本方針） 

第５９条の２ 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型通所介護（以下「指

定地域密着型通所介護」という。）の事業は、要介護状態となった場合において

も、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した

日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向上を目指し、必要な日常

生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び

心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るも

のでなければならない。 

第２節 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第５９条の３ 指定地域密着型通所介護の事業を行う者（以下「指定地域密着型通

所介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定地域密着型通所

介護事業所」という。）ごとに置くべき従業者（以下この節から第４節までにお

いて「地域密着型通所介護従業者」という。）の員数は、次のとおりとする。 

⑴ 生活相談員 指定地域密着型通所介護の提供日ごとに、当該指定地域密着型

通所介護を提供している時間帯に生活相談員（専ら当該指定地域密着型通所介

護の提供に当たる者に限る。）が勤務している時間数の合計数を当該指定地域

密着型通所介護を提供している時間帯の時間数で除して得た数が１以上確保
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されるために必要と認められる数 

⑵ 看護師又は准看護師（以下この章において「看護職員」という。） 指定地

域密着型通所介護の単位ごとに、専ら当該指定地域密着型通所介護の提供に当

たる看護職員が１以上確保されるために必要と認められる数 

⑶ 介護職員 指定地域密着型通所介護の単位ごとに、当該指定地域密着型通所

介護を提供している時間帯に介護職員（専ら当該指定地域密着型通所介護の提

供に当たる者に限る。）が勤務している時間数の合計数を当該指定地域密着型

通所介護を提供している時間数（次項において「提供単位時間数」という。）

で除して得た数が利用者（当該指定地域密着型通所介護事業者が法第115条の

45第１項第１号ロに規定する第１号通所事業（地域における医療及び介護の総

合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成26年法律第

83号）第５条による改正前の法第８条の２第７項に規定する介護予防通所介護

に相当するものとして市町村が定めるものに限る。）に係る指定事業者の指定

を併せて受け、かつ、指定地域密着型通所介護の事業と当該第１号通所事業と

が同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所

における指定地域密着型通所介護又は当該第１号通所事業の利用者。以下この

節及び次節において同じ。）の数が15人までの場合にあっては１以上、15人を

超える場合にあっては15人を超える部分の数を５で除して得た数に１を加え

た数以上確保されるために必要と認められる数 

⑷ 機能訓練指導員 １以上 

２ 当該指定地域密着型通所介護事業所の利用定員（当該指定地域密着型通所介護

事業所において同時に指定地域密着型通所介護の提供を受けることができる利

用者の数の上限をいう。以下この節から第４節までにおいて同じ。）が10人以下

である場合にあっては、前項の規定にかかわらず、看護職員及び介護職員の員数

を、指定地域密着型通所介護の単位ごとに、当該指定地域密着型通所介護を提供

している時間帯に看護職員又は介護職員（いずれも専ら当該指定地域密着型通所

介護の提供に当たる者に限る。）が勤務している時間数の合計数を提供単位時間

数で除して得た数が１以上確保されるために必要と認められる数とすることが

できる。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護の単位ごとに、第

１項第３号の介護職員（前項の適用を受ける場合にあっては、同項の看護職員又
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は介護職員。次項及び第７項において同じ。）を、常時１人以上当該指定地域密

着型通所介護に従事させなければならない。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、介護職員は、利用者の処遇に支障がな

い場合は、他の指定地域密着型通所介護の単位の介護職員として従事することが

できるものとする。 

５ 前各項の指定地域密着型通所介護の単位は、指定地域密着型通所介護であって

その提供が同時に１又は複数の利用者に対して一体的に行われるものをいう。 

６ 第１項第４号の機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防

止するための訓練を行う能力を有する者とし、当該指定地域密着型通所介護事業

所の他の職務に従事することができるものとする。 

７ 第１項の生活相談員又は介護職員のうち１人以上は、常勤でなければならない。 

８ 指定地域密着型通所介護事業者が第１項第３号に規定する第１号通所事業に係

る指定事業者の指定を併せて受け、かつ、指定地域密着型通所介護の事業と当該

第１号通所事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合につい

ては、市町村の定める当該第１号通所事業の人員に関する基準を満たすことをも

って、前各項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

（管理者） 

第５９条の４ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業所

ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、

指定地域密着型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定地域密着型

通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等

の職務に従事することができるものとする。 

第３節 設備に関する基準 

（設備及び備品等） 

第５９条の５ 指定地域密着型通所介護事業所は、食堂、機能訓練室、静養室、相

談室及び事務室を有するほか、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備並

びに指定地域密着型通所介護の提供に必要なその他の設備及び備品等を備えな

ければならない。 

２ 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

⑴ 食堂及び機能訓練室 

ア 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有するものとし、その合計
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した面積は、３平方メートルに利用定員を乗じて得た面積以上とすること。 

イ アにかかわらず、食堂及び機能訓練室は、食事の提供の際にはその提供に

支障がない広さを確保でき、かつ、機能訓練を行う際にはその実施に支障が

ない広さを確保できる場合にあっては、同一の場所とすることができる。 

⑵ 相談室 遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないよう配慮され

ていること。 

３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定地域密着型通所介護の事業の用に供する

ものでなければならない。ただし、利用者に対する指定地域密着型通所介護の提

供に支障がない場合は、この限りでない。 

４ 前項ただし書の場合（指定地域密着型通所介護事業者が第１項に掲げる設備を

利用し、夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以外のサービスを提供する場合

に限る。）には、当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に市長に届

け出るものとする。 

５ 指定地域密着型通所介護事業者が第59条の３第１項第３号に規定する第１号通

所事業に係る指定事業者の指定を併せて受け、かつ、指定地域密着型通所介護の

事業と当該第１号通所事業とが同一の事業所において一体的に運営されている

場合については、市町村の定める当該第１号通所事業の設備に関する基準を満た

すことをもって、第１項から第３項までに規定する基準を満たしているものとみ

なすことができる。 

第４節 運営に関する基準 

（心身の状況等の把握） 

第５９条の６ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護の提供

に当たっては、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者

会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サ

ービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。 

（利用料等の受領） 

第５９条の７ 指定地域密着型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当す

る指定地域密着型通所介護を提供した際には、その利用者から利用料の一部とし

て、当該指定地域密着型通所介護に係る地域密着型介護サービス費用基準額から

当該指定地域密着型通所介護事業者に支払われる地域密着型介護サービス費の

額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 
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２ 指定地域密着型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当しない指定地

域密着型通所介護を提供した際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、指

定地域密着型通所介護に係る地域密着型介護サービス費用基準額との間に、不合

理な差額が生じないようにしなければならない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、次の各号

に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることができる。 

⑴ 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に

対して行う送迎に要する費用 

⑵ 指定地域密着型通所介護に通常要する時間を超える指定地域密着型通所介

護であって利用者の選定に係るものの提供に伴い必要となる費用の範囲内に

おいて、通常の指定地域密着型通所介護に係る地域密着型介護サービス費用基

準額を超える費用 

⑶ 食事の提供に要する費用 

⑷ おむつ代 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、指定地域密着型通所介護の提供において提供さ

れる便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であっ

て、その利用者に負担させることが適当と認められる費用 

４ 前項第３号に掲げる費用については、省令基準第24条第４項に規定する厚生労

働大臣が定めるところによるものとする。 

５ 指定地域密着型通所介護事業者は、第３項の費用の額に係るサービスの提供に

当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び

費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならない。 

（指定地域密着型通所介護の基本取扱方針） 

第５９条の８ 指定地域密着型通所介護は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の

防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行われなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、自らその提供する指定地域密着型通所介護

の質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。 

（指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針） 

第５９条の９ 指定地域密着型通所介護の方針は、次に掲げるところによるものと

する。 

⑴ 指定地域密着型通所介護は、利用者が住み慣れた地域での生活を継続するこ
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とができるよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ、利用者の

心身の状況を踏まえ、妥当適切に行うものとする。 

⑵ 指定地域密着型通所介護は、利用者１人１人の人格を尊重し、利用者がそれ

ぞれの役割を持って日常生活を送ることができるよう配慮して行うものとす

る。 

⑶ 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、次条第１項に規定する地域密

着型通所介護計画に基づき、漫然かつ画一的にならないように、利用者の機能

訓練及びその者が日常生活を営むことができるよう必要な援助を行うものと

する。 

⑷ 指定地域密着型通所介護従業者は、指定地域密着型通所介護の提供に当たっ

ては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの

提供方法等について、理解しやすいように説明を行うものとする。 

⑸ 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適

切な介護技術をもってサービスの提供を行うものとする。 

⑹ 指定地域密着型通所介護事業者は、常に利用者の心身の状況を的確に把握し

つつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要なサービスを利用者の希望

に添って適切に提供する。特に、認知症（法第５条の２に規定する認知症をい

う。以下同じ。）である要介護者に対しては、必要に応じ、その特性に対応し

たサービスの提供ができる体制を整えるものとする。 

（地域密着型通所介護計画の作成） 

第５９条の１０ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、利用者の心身の状況、

希望及びその置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達成

するための具体的なサービスの内容等を記載した地域密着型通所介護計画を作成

しなければならない。 

２ 地域密着型通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、

当該居宅サービス計画の内容に沿って作成しなければならない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、地域密着型通所介護計画の作成に

当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同

意を得なければならない。 

４ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、地域密着型通所介護計画を作成し

た際には、当該地域密着型通所介護計画を利用者に交付しなければならない。 
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５ 指定地域密着型通所介護従業者は、それぞれの利用者について、地域密着型通

所介護計画に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行う。 

（管理者の責務） 

第５９条の１１ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、当該指定地域密着型

通所介護事業所の従業者の管理及び指定地域密着型通所介護の利用の申込みに

係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うものとする。 

２ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、当該指定地域密着型通所介護事業

所の従業者にこの節の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

（運営規程） 

第５９条の１２ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業

所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めておか

なければならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定地域密着型通所介護の利用定員 

⑸ 指定地域密着型通所介護の内容及び利用料その他の費用の額 

⑹ 通常の事業の実施地域 

⑺ サービス利用に当たっての留意事項 

⑻ 緊急時等における対応方法 

⑼ 非常災害対策 

⑽ その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第５９条の１３ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対し適切な指定地域

密着型通所介護を提供できるよう、指定地域密着型通所介護事業所ごとに従業者

の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業所ごとに、当

該指定地域密着型通所介護事業所の従業者によって指定地域密着型通所介護を

提供しなければならない。ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務に

ついては、この限りでない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、地域密着型通所介護従業者の資質の向上の



9 

ために、その研修の機会を確保しなければならない。 

（定員の遵守） 

第５９条の１４ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用定員を超えて指定地域密

着型通所介護の提供を行ってはならない。ただし、災害その他のやむを得ない事

情がある場合は、この限りではない。 

（非常災害対策） 

第５９条の１５ 指定地域密着型通所介護事業者は、非常災害に関する具体的計画

を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的

に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなけ

ればならない。 

（衛生管理等） 

第５９条の１６ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者の使用する施設、食器

その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必

要な措置を講じなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、当該指定地域密着型通所介護事業所におい

て感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。 

（地域との連携等） 

第５９条の１７ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護の提

供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、市の職員又は当該

指定地域密着型通所介護事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援センタ

ーの職員、地域密着型通所介護について知見を有する者等により構成される協議

会（以下この項において「運営推進会議」という。）を設置し、おおむね６月に

１回以上、運営推進会議に対し活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受

けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければ

ならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項の報告、評価、要望、助言等について

の記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又

はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図らなけれ

ばならない。 
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４ 指定地域密着型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した指

定地域密着型通所介護に関する利用者からの苦情に関して、市等が派遣する者が

相談及び援助を行う事業その他の市が実施する事業に協力するよう努めなけれ

ばならない。 

５ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業所の所在する

建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定地域密着型通所介護を提供す

る場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対しても指定地域密着型通所

介護の提供を行うよう努めなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第５９条の１８ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着

型通所介護の提供により事故が発生した場合は、市、当該利用者の家族、当該利

用者に係る指定居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じ

なければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った

処置について記録しなければならない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着型通所介護の

提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければ

ならない。 

４ 指定地域密着型通所介護事業者は、第59条の５第４項の指定地域密着型通所介

護以外のサービスの提供により事故が発生した場合は、第１項及び第２項の規定

に準じた必要な措置を講じなければならない。 

（記録の整備） 

第５９条の１９ 指定地域密着型通所介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計

に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着型通所介護の

提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から介護報酬の請求

に係る記録にあっては５年間、その他の記録にあっては２年間保存しなければな

らない。 

⑴ 地域密着型通所介護計画 

⑵ 次条において準用する第20条第２項に規定する提供した具体的なサービス

の内容等の記録 
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⑶ 次条において準用する第28条に規定する市への通知に係る記録 

⑷ 次条において準用する第38条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

⑸ 前条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての

記録 

⑹ 第59条の17第２項に規定する報告、評価、要望、助言等の記録 

（準用） 

第５９条の２０ 第９条から第13条まで、第15条から第17条まで、第20条、第21条、

第28条、第34条から第38条まで、第41条及び第53条の規定は、指定地域密着型通

所介護の事業について準用する。この場合において、第９条第１項中「第31条に

規定する運営規程」とあるのは「第59条の12に規定する重要事項に関する規程」

と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「地域密着型通所

介護従業者」と、第34条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「地域密着型通所介護従業者」と読み替えるものとする。 

第５節 指定療養通所介護の事業の基本方針並びに人員、設備及び運営に

関する基準 

第１款 この節の趣旨及び基本方針 

（この節の趣旨） 

第５９条の２１ 第１節から第４節までの規定にかかわらず、指定療養通所介護（指

定地域密着型通所介護であって、難病等を有する重度要介護者又はがん末期の者

であって、サービス提供に当たり常時看護師による観察が必要なものを対象者と

し、第59条の31に規定する療養通所介護計画に基づき、入浴、排せつ、食事等の

介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うものをいう。以下同じ。）の事

業の基本方針並びに人員、設備及び運営に関する基準については、この節に定め

るところによる。 

（基本方針） 

第５９条の２２ 指定療養通所介護の事業は、要介護状態となった場合においても、

その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常

生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向上を目指し、必要な日常生活

上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身

の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るもので

なければならない。 
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２ 指定療養通所介護の事業を行う者（以下「指定療養通所介護事業者」という。）

は、指定療養通所介護の提供に当たっては、利用者の主治の医師及び当該利用者

の利用している訪問看護事業者（指定訪問看護事業者又は健康保険法（大正11年

法律第70号）第88条第１項に規定する指定訪問看護事業者をいう。以下この節に

おいて同じ。）等との密接な連携に努めなければならない。 

第２款 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第５９条の２３ 指定療養通所介護事業者が当該事業を行う事業所（以下「指定療

養通所介護事業所」という。）ごとに置くべき指定療養通所介護の提供に当たる

看護職員又は介護職員（以下この節において「療養通所介護従業者」という。）

の員数は、利用者の数が1.5に対し、提供時間帯を通じて専ら当該指定療養通所

介護の提供に当たる療養通所介護従業者が１以上確保されるために必要と認め

られる数以上とする。 

２ 前項の療養通所介護従業者のうち１人以上は、常勤の看護師であって専ら指定

療養通所介護の職務に従事する者でなければならない。 

（管理者） 

第５９条の２４ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事業所ごとに専ら

その職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定療養通

所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定療養通所介護事業所の他の職

務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することが

できるものとする。 

２ 指定療養通所介護事業所の管理者は、看護師でなければならない。 

３ 指定療養通所介護事業所の管理者は、適切な指定療養通所介護を行うために必

要な知識及び技能を有する者でなければならない。 

第３款 設備に関する基準 

（利用定員） 

第５９条の２５ 指定療養通所介護事業所は、その利用定員（当該指定療養通所介

護事業所において同時に指定療養通所介護の提供を受けることができる利用者

の数の上限をいう。以下この節において同じ。）を９人以下とする。 

（設備及び備品等） 

第５９条の２６ 指定療養通所介護事業所は、指定療養通所介護を行うのにふさわ



13 

しい専用の部屋を有するほか、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備並

びに指定療養通所介護の提供に必要な設備及び備品等を備えなければならない。 

２ 前項に掲げる専用の部屋の面積は、6.4 平方メートルに利用定員を乗じた面積

以上とする。 

３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定療養通所介護の事業の用に供するもので

なければならない。ただし、利用者に対する指定療養通所介護の提供に支障がな

い場合は、この限りでない。 

４ 前項ただし書の場合（指定療養通所介護事業者が第１項に掲げる設備を利用し、

夜間及び深夜に療養通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）には、当

該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に市長に届け出るものとする。 

第４款 運営に関する基準 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第５９条の２７ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、第59条の34に規定する運営規

程の概要、療養通所介護従業者の勤務の体制、第59条の２第１項に規定する利用

者ごとに定めた緊急時等の対応策、主治の医師及び第59条の35第１項に規定する

緊急時対応医療機関との連絡体制並びにその他の利用申込者のサービスの選択

に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の

開始について利用申込者の同意を得なければならない。 

２ 第９条第２項から第６項までの規定は、前項の規定による文書の交付について

準用する。 

（心身の状況等の把握） 

第５９条の２８ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護の提供に当たって

は、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通

じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は

福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、体調の変化等に応じた適切なサービスを提供でき

るよう、特に利用者の主治の医師及び当該利用者が利用する訪問看護事業者等と

の密接な連携を図り、利用者の心身の状況等の把握に努めなければならない。 

（指定居宅介護支援事業者等との連携） 

第５９条の２９ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護を提供するに当た
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っては、指定居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービスを提

供する者との密接な連携に努めなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の提供の適否に

ついて、主治の医師を含めたサービス担当者会議において検討するため、当該利

用者に係る指定居宅介護支援事業に対して必要な情報を提供するように努めな

ければならない。 

３ 指定療養通所介護事業者は、利用者に係る指定居宅介護支援事業者に対して、

居宅サービス計画の作成及び変更等に必要な情報を提供するように努めなけれ

ばならない。 

４ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護の提供の終了に際しては、利用

者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、当該利用者に係る指定居宅

介護支援事業者に対する情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを

提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

（指定療養通所介護の具体的取扱方針） 

第５９条の３０ 指定療養通所介護の方針は、次に掲げるところによるものとする。 

⑴ 指定療養通所介護の提供に当たっては、次条第１項に規定する療養通所介護

計画に基づき、利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができるよ

う必要な援助を行うものとする。 

⑵ 療養通所介護従業者は、指定療養通所介護の提供に当たっては、懇切丁寧に

行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等につい

て、理解しやすいように説明を行うものとする。 

⑶ 指定療養通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介

護技術をもってサービスの提供を行うものとする。 

⑷ 指定療養通所介護事業者は、利用者の体調の変化等に応じた適切なサービス

を提供できるよう、利用者の主治の医師や当該利用者の利用する訪問看護事業

者等との密接な連携を図り、サービスの提供方法及び手順等についての情報の

共有を十分に図るものとする。 

⑸ 指定療養通所介護事業者は、常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ、

相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要なサービスを利用者の希望に添っ

て適切に提供するものとする。 

（療養通所介護計画の作成） 
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第５９条の３１ 指定療養通所介護事業所の管理者は、利用者の心身の状況、希望

及びその置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達成する

ための具体的なサービスの内容等を記載した療養通所介護計画を作成しなけれ

ばならない。 

２ 療養通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居

宅サービス計画の内容に沿って作成しなければならない。 

３ 療養通所介護計画は、既に訪問看護計画書（指定居宅サービス等基準第70条第

１項に規定する訪問看護計画書又は指定訪問看護の事業の人員及び運営に関す

る基準（平成12年厚生省令第80号）第17条第１項に規定する訪問看護計画書をい

う。以下この節において同じ。）が作成されている場合は、当該訪問看護計画書

の内容との整合を図りつつ、作成しなければならない。 

４ 指定療養通所介護事業所の管理者は、療養通所介護計画の作成に当たっては、

その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なけれ

ばならない。 

５ 指定療養通所介護事業所の管理者は、療養通所介護計画を作成した際には、当

該療養通所介護計画を利用者に交付しなければならない。 

６ 療養通所介護従業者は、それぞれの利用者について、療養通所介護計画に従っ

たサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行う。 

（緊急時等の対応） 

第５９条の３２ 指定療養通所介護事業者は、現に指定療養通所介護の提供を行っ

ているときに利用者の病状の急変が生じた場合等に備え、主治の医師とともに、

その場合の対応策（以下この節において「緊急時等の対応策」という。）につい

て利用者ごとに検討し、緊急時等の対応策をあらかじめ定めておかなければなら

ない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、緊急時等の対応策について、利用者及びその家族

に対して十分に説明し、利用者及びその家族が安心してサービスを利用できるよ

う配慮しなければならない。 

３ 療養通所介護従業者は、現に指定療養通所介護の提供を行っているときに利用

者の病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、緊急時等の対応策に基づき、

速やかに主治の医師又は第59条の35第１項に規定する緊急時対応医療機関への

連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 
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４ 指定療養通所介護事業者は、利用者の主治の医師と密接な連携をとりながら、

利用者の状態の変化に応じて緊急時等の対応策の変更を行うものとする。 

５ 第１項及び第２項の規定は、前項に規定する緊急時等の対応策の変更について

準用する。 

（管理者の責務） 

第５９条の３３ 指定療養通所介護事業所の管理者は、当該指定療養通所介護事業

所の従業者の管理及び指定療養通所介護の利用の申込みに係る調整、業務の実施

状況の把握その他の管理を一元的に行うものとする。 

２ 指定療養通所介護事業所の管理者は、利用者の体調の変化等に応じた適切なサ

ービスを提供できるよう、利用者の主治の医師や当該利用者が利用する訪問看護

事業者等との密接な連携を図り、サービスの提供方法及び手順等についての情報

の共有を十分に行わなければならない。 

３ 指定療養通所介護事業所の管理者は、指定療養通所介護の提供に適切な環境を

整備しなければならない。 

４ 指定療養通所介護事業所の管理者は、指定療養通所介護の利用者個々の療養通所

介護計画の作成に関し、必要な指導及び管理を行わなければならない。 

５ 指定療養通所介護事業所の管理者は、当該指定療養通所介護事業所の従業者に

この款の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

（運営規程） 

第５９条の３４ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事業所ごとに次に

掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなければなら

ない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定療養通所介護の利用定員 

⑸ 指定療養通所介護の内容及び利用料その他の費用の額 

⑹ 通常の事業の実施地域 

⑺ サービス利用に当たっての留意事項 

⑻ 非常災害対策 

⑼ その他運営に関する重要事項 
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（緊急時対応医療機関） 

第５９条の３５ 指定療養通所介護事業者は、利用者の病状の急変等に備えるため、

あらかじめ、緊急時対応医療機関を定めておかなければならない。 

２ 緊急時対応医療機関は、指定療養通所介護事業所と同一の敷地内に存し又は隣

接し若しくは近接していなければならない。 

３ 指定療養通所介護事業者は、緊急時において円滑な協力を得るため、当該緊急

時対応医療機関との間であらかじめ必要な事項を取り決めておかなければなら

ない。 

（安全・サービス提供管理委員会の設置） 

第５９条の３６ 指定療養通所介護事業者は、安全かつ適切なサービスの提供を確

保するため、地域の医療関係団体に属する者、地域の保健、医療又は福祉の分野

を専門とする者その他指定療養通所介護の安全かつ適切なサービスの提供を確

保するために必要と認められる者から構成される安全・サービス提供管理委員会

（次項において「委員会」という。）を設置しなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、おおむね６月に１回以上委員会を開催することと

し、事故事例等、安全管理に必要なデータの収集を行うとともに、当該データ等

を踏まえ、指定療養通所介護事業所における安全かつ適切なサービスの提供を確

保するための方策の検討を行い、当該検討の結果についての記録を作成しなけれ

ばならない。 

３ 指定療養通所介護事業者は、前項の検討の結果を踏まえ、必要に応じて対策を

講じなければならない。 

（記録の整備） 

第５９条の３７ 指定療養通所介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関す

る諸記録を整備しておかなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の提供に関する

次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならな

い。 

⑴ 療養通所介護計画 

⑵ 前条第２項に規定する検討の結果についての記録 

⑶ 次条において準用する第20条第２項に規定する提供した具体的なサービス

の内容等の記録 
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⑷ 次条において準用する第28条に規定する市への通知に係る記録 

⑸ 次条において準用する第38条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

⑹ 次条において準用する第59条の18第２項に規定する事故の状況及び事故に

際して採った処置についての記録 

⑺ 次条において準用する第59条の17第２項に規定する報告、評価、要望、助言

等の記録 

（準用） 

第５９条の３８ 第10条から第13条まで、第16条から第18条まで、第20条、第23条、

第28条、第34条から第38条まで、第41条、第59条の７（第３項第２号を除く。）、

第59条の８及び第59条の14から第59条の18までの規定は、指定療養通所介護の事

業について準用する。この場合において、第34条中「定期巡回・随時対応型訪問

介護看護従業者」とあるのは「療養通所介護従業者」と、第59条の13中「地域密

着型通所介護従業者」とあるのは「療養通所介護従業者」と、第59条の17第１項

中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「療養通所介護に

ついて知見を有する者」と、「６月」とあるのは「12月」と、同条第３項中「当

たっては」とあるのは「当たっては、利用者の状態に応じて」と、第59条の18第

４項中「第59条の５第４項」とあるのは「第59条の26第４項」と読み替えるもの

とする。 

 

第60条中「（法第５条の２に規定する認知症をいう。以下同じ。）」を削る。 

 

第65条第１項中「第８条第20項」を「第８条第21項」に改める。 

 

第67条及び第68条を次のように改める。 

第６７条及び第６８条 削除 

 

第72条を次のように改める。 

第７２条 削除 

 

第73条第４号中「第75条において同じ。」を削る。 
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第74条から第78条までを次のように改める。 

第７４条から第７８条まで 削除 

 

第78条の２を削る。 

 

第79条第２項第５号中「前条第２項」を「次条において準用する第59条の18第２

項」に改め、同項第６号中「第78条第２項」を「次条において準用する第59条の17

第２項」に改める。 

 

第80条中「及び第53条」を「、第53条、第59条の６、第59条の７、第59条の11及

び第59条の13から第59条の18まで」に、「読み替えるものとする。」を「、第59条の

17第１項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「認知症対

応型通所介護について知見を有する者」と、第59条の18第４項中「第59条の５第４

項」とあるのは「第63条第４項」と読み替えるものとする。」に改める。 

 

第87条中「第８条第23項」を「第８条第24項」に改める。 

 

第105条を次のように改める。 

第１０５条 削除 

 

第107条第２項第８号中「第105条第２項」を「次条において準用する第59条の17

第２項」に改める。 

 

第108条中「、第72条、第74条及び第77条」を「、第59条の11、第59条の13、第

59条の16及び第59条の17」に、「第72条第２項」を「第59条の11第２項」に、「第74

条第３項中「認知症対応型通所介護従業者」」を「第59条の13第３項中「地域密着型

通所介護従業者」」に、「読み替えるものとする。」を「、第59条の17第１項中「地域

密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「小規模多機能型居宅介護に

ついて知見を有する者」と、「６月に１回以上」とあるのは「３月に１回以上（地域

と連携し、地域に開かれた安定した運営ができていると市長が認める場合は、おお

むね４月に１回以上）」と、「活動状況」とあるのは「通いサービス及び宿泊サービ
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スの提供回数等の活動状況」と読み替えるものとする。」に改める。 

 

第109条中「第８条第19項」を「第８条第20項」に改める。 

 

第127条第２項第７号中「第105条第２項」を「第59条の17第２項」に改める。 

 

第128条中「、第72条、第77条」を「、第59条の10、第59条の16、第59条の17第

１項から第４項まで」に、「、第104条及び第105条第１項から第４項まで」を「及び

第104条」に、「第72条第２項」を「第59条の11第２項」に改め、「第４節」と」の次

に「、第59条の17第１項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とある

のは「認知症対応型共同生活介護について知見を有する者」と、「６月に１回以上」

とあるのは「３月に１回以上（地域と連携し、地域に開かれた安定した運営ができ

ていると市長が認める場合は、おおむね４月に１回以上）」と」を加え、「、第105

条第１項から第４項まで第１項中「小規模多機能型居宅介護について知見を有する

者」とあるのは「認知症対応型共同生活介護について知見を有する者」と、「通いサ

ービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」とあるのは「活動状況」と」を

削る。 

 

第129条第１項中「第８条第20項」を「第８条第21項」に改める。 

 

第148条第２項第８号中「第105条第２項」を「第59条の17第２項」に改める。 

 

第149条中「、第72条、第76条、第77条、第99条及び第105条第１項から第４項ま

で」を「、第59条の11、第59条の15、第59条の16、第59条の17第１項から第４項ま

で及び第99条」に、「第72条第２項」を「第59条の11第２項」に、「、第105条第１項

から第４項まで第１項中「小規模多機能型居宅介護について知見を有する者」とあ

るのは「地域密着型特定施設入居者生活介護について知見を有する者」と、「通いサ

ービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」とあるのは「活動状況」と」を

「、第59条の17第１項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるの

は「地域密着型特定施設入居者生活介護について知見を有する者」と、「６月に１回

以上」とあるのは「３月に１回以上（地域と連携し、地域に開かれた安定した運営
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ができていると市長が認める場合は、おおむね４月に１回以上）」と」に改める。 

 

第150条第１項中「第８条第21項」を「第８条第22項」に改める。 

 

第151条第13項中「指定短期入所生活介護事業所等」の次に「、指定地域密着型

通所介護事業所」を加える。 

 

第176条第２項第７号中「第105条第２項」を「第59条の17第２項」に改める。 

 

第177条中「、第72条、第76条、第105条第１項から第４項まで」を「、第59条の

11、第59条の15及び第59条の17第１項から第４項まで」に、「第72条第２項」を「第

59条の11第２項」に、「、第105条第１項から第４項まで第１項中「小規模多機能型

居宅介護について知見を有する者」とあるのは「地域密着型介護老人福祉施設入所

者生活介護について知見を有する者」と、「通いサービス及び宿泊サービスの提供回

数等の活動状況」とあるのは「活動状況」と」を「、第59条の17第１項中「地域密

着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護について知見を有する者」と、「６月に１回以上」とあるのは「３月

に１回以上（地域と連携し、地域に開かれた安定した運営ができていると市長が認

める場合は、おおむね４月に１回以上）」と」に改める。 

 

第189条中「、第72条、第76条、第105条第１項から第４項まで」を「、第59条の

11、第59条の15、第59条の17第１項から第４項まで」に、「第72条第２項」を「第59

条の11第２項」に、「、第105条第１項から第４項まで第１項中「小規模多機能型居

宅介護について知見を有する者」とあるのは「地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護について知見を有する者」と、「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数

等の活動状況」とあるのは「活動状況」と」を「、第59条の17第１項中「地域密着

型通所介護について知見を有する者」とあるのは「地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護について知見を有する者」と、「６月に１回以上」とあるのは「３月に

１回以上（地域と連携し、地域に開かれた安定した運営ができていると市長が認め

る場合は、おおむね４月に１回以上）」と」に改める。 
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第201条第２項第10号中「第105条第２項」を「第59条の17第２項」に改める。 

 

第202条中「、第72条、第74条、第77条」を「、第59条の11、第59条の13、第59

条の16、第59条の17」に、「及び第100条から第106条」を「、第100条から第103条ま

で及び第106条」に、「「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあり、第74

条第３項中「認知症対応型通所介護従業者」とあり、並びに第89条」を「「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」

と、第59条の11第２項中「この節」とあるのは「第９章第４節」と、第59条の13中

「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」

と、第59条の17第１項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるの

は「看護小規模多機能型居宅介護について知見を有する者」と、「６月に１回以上」

とあるのは「３月に１回以上（地域と連携し、地域に開かれた安定した運営ができ

ていると市長が認める場合は、おおむね４月に１回以上）」と、「活動状況」とある

のは「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」と、第89条」に改

める。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



歯資 料料   

 

1 

 

飛騨市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表 （傍線部分は改正部分） 

現 行 改正案 

目次 目次 

第１章～第３章 略 第１章～第３章 略 

第３章の２ 地域密着型通所介護 第３章の２ 地域密着型通所介護 

第１節 基本方針等（第59条の２） 第１節 基本方針（第59条の２） 

第２節 人員に関する基準（第59条の３・第59条の４） 第２節 人員に関する基準（第59条の３・第59条の４） 

第３節 設備に関する基準（第59条の５） 第３節 設備に関する基準（第59条の５） 

第４節 運営に関する基準（第59条の６―第59条の20） 第４節 運営に関する基準（第59条の６―第59条の20） 

第５節 指定療養通所介護の事業の基本方針並びに人員、設備及び運営

に関する基準 

第５節 指定療養通所介護の事業の基本方針並びに人員、設備及び運営

に関する基準 

第１款 この節の趣旨及び基本方針（第59条の21・第59条の22） 第１款 この節の趣旨及び基本方針（第59条の21・第59条の22） 

第２款 人員に関する基準（第59条の23・第59条の24） 第２款 人員に関する基準（第59条の23・第59条の24） 

第３款 設備に関する基準（第59条の25・第59条の26） 第３款 設備に関する基準（第59条の25・第59条の26） 

第４款 運営に関する基準（第59条の27・第59条の38） 第４款 運営に関する基準（第59条の27―第59条の38） 

第４章～附則 略 第４章～附則 略 

第１条～第１３条 略 第１条～第１３条 略 

（心身の状況等の把握） （心身の状況等の把握） 

第１４条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、計画作成責任者による

利用者の面接によるほか、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催す

るサービス担当者会議（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す

る基準（平成11年厚生省令第38号。以下「指定居宅介護支援等基準」とい

第１４条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、計画作成責任者による

利用者の面接によるほか、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催す

るサービス担当者会議（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す

る基準（平成11年厚生省令第38号。以下「指定居宅介護支援等基準」とい



歯資 料料   

 

2 

 

う。）第13条第９号に規定するサービス担当者会議をいう。以下この章及

び第67条の６、第59条の29及び第59条の30において同じ。）等を通じて、

利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は

福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。 

う。）第13条第９号に規定するサービス担当者会議をいう。以下この章、

第59条の６、第59条の29及び第59条の30において同じ。）等を通じて、利

用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福

祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。 

第１５条 略 第１５条 略 

（法定代理受領サービスの提供を受けるための援助） （法定代理受領サービスの提供を受けるための援助） 

第１６条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、利用申込者が介護保険

法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「施行規則」という。）第6

5条の４各号のいずれにも該当しないときは、当該利用申込者又はその家

族に対し、居宅サービス計画（法第８条第23項に規定する居宅サービス計

画をいう。）の作成を指定居宅介護支援事業者に依頼する旨を市に対して

届け出ること等により、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を

法定代理受領サービスとして受けることができる旨を説明すること、指定

居宅介護支援事業者に関する情報を提供することその他の法定代理受領

サービスを行うために必要な援助を行わなければならない。 

第１６条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、利用申込者が介護保険

法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「施行規則」という。）第6

5条の４各号のいずれにも該当しないときは、当該利用申込者又はその家

族に対し、居宅サービス計画（法第８条第24項に規定する居宅サービス計

画をいう。）の作成を指定居宅介護支援事業者に依頼する旨を市に対して

届け出ること等により、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を

法定代理受領サービスとして受けることができる旨を説明すること、指定

居宅介護支援事業者に関する情報を提供することその他の法定代理受領

サービスを行うために必要な援助を行わなければならない。 

（居宅サービス計画に沿ったサービスの提供） （居宅サービス計画に沿ったサービスの提供） 

第１７条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、居宅サービス

計画（法第８条第23項に規定する居宅サービス計画をいい、施行規則第6

5条の４第１号ハに規定する計画を含む。以下同じ。）が作成されている

場合は、当該居宅サービス計画に沿った指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護を提供しなければならない。 

第１７条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、居宅サービス

計画（法第８条第24項に規定する居宅サービス計画をいい、施行規則第6

5条の４第１号ハに規定する計画を含む。以下同じ。）が作成されている

場合は、当該居宅サービス計画に沿った指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護を提供しなければならない。 

第１８条～第２９条 略 第１８条～第２９条 略 

（管理者等の責務） （管理者等の責務） 

第３０条 略 第３０条 略 
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２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の管理者は、当該指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の従業者にこの章の規定を遵守さ

せるため必要な指揮命令を行うものとする。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の管理者は、当該指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の従業者にこの節の規定を遵守さ

せるため必要な指揮命令を行うものとする。 

第３１条～第３８条 略 第３１条～第３８条 略 

 （地域との連携等)  （地域との連携等) 

第３９条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、

地域住民の代表者、地域の医療関係者、指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所が所在する市の職員又は当該指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援センターの職員、

定期巡回・随時対応型訪問介護看護について知見を有する者等により構成

される協議会(以下この項において「介護・医療連携推進会議」という。)

を設置し、おおむね３月に１回以上（地域と連携し、地域に開かれた安定

した運営ができていると市長が認める場合は、おおむね４月に１回以上）、

介護・医療連携推進会議に対して指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

の提供状況等を報告し、介護・医療連携推進会議による評価を受けるとと

もに、介護・医療連携推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設け

なければならない 

２～４ 略 

第３９条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、

地域住民の代表者、地域の医療関係者、指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所が所在する市の職員又は当該指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援センターの職員、

定期巡回・随時対応型訪問介護看護について知見を有する者等により構成

される協議会(以下この項において「介護・医療連携推進会議」という。)

を設置し、おおむね３月に１回以上（地域と連携し、地域に開かれた安定

した運営ができていると市長が認める場合は、おおむね４月に１回以上）、

介護・医療連携推進会議に対して指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

の提供状況等を報告し、介護・医療連携推進会議による評価を受けるとと

もに、介護・医療連携推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設け

なければならない 

２～４ 略 

第４０条～第５３条 略 第４０条～第５３条 略 

（管理者等の責務） （管理者等の責務） 

第５４条 略 第５４条 略 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業所の管理者は、当該指定夜間対応型訪問介

護事業所の従業者にこの章の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行

うものとする。 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業所の管理者は、当該指定夜間対応型訪問介

護事業所の従業者にこの節の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行

うものとする。 
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第５５条～第５９条 略 第５５条～第５９条 略 

第３章の２ 地域密着型通所介護 

第１節 基本方針 

（基本方針） 

第５９条の２ 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型通所介護（以

下「指定地域密着型通所介護」という。）の事業は、要介護状態となった

場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する

能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又

は向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことによ

り、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家

族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない。 

第２節 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第５９条の３ 指定地域密着型通所介護の事業を行う者（以下「指定地域密

着型通所介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定地

域密着型通所介護事業所」という。）ごとに置くべき従業者（以下この節

から第４節までにおいて「地域密着型通所介護従業者」という。）の員数

は、次のとおりとする。 

⑴ 生活相談員 指定地域密着型通所介護の提供日ごとに、当該指定地域

密着型通所介護を提供している時間帯に生活相談員（専ら当該指定地域

密着型通所介護の提供に当たる者に限る。）が勤務している時間数の合

計数を当該指定地域密着型通所介護を提供している時間帯の時間数で

除して得た数が１以上確保されるために必要と認められる数 

⑵ 看護師又は准看護師（以下この章において「看護職員」という。） 

指定地域密着型通所介護の単位ごとに、専ら当該指定地域密着型通所介

護の提供に当たる看護職員が１以上確保されるために必要と認められ

第３章の２ 地域密着型通所介護 

第１節 基本方針 

（基本方針） 

第５９条の２ 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型通所介護（以

下「指定地域密着型通所介護」という。）の事業は、要介護状態となった

場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する

能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又

は向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことによ

り、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家

族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない。 

第２節 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第５９条の３ 指定地域密着型通所介護の事業を行う者（以下「指定地域密

着型通所介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定地

域密着型通所介護事業所」という。）ごとに置くべき従業者（以下この節

から第４節までにおいて「地域密着型通所介護従業者」という。）の員数

は、次のとおりとする。 

⑴ 生活相談員 指定地域密着型通所介護の提供日ごとに、当該指定地域

密着型通所介護を提供している時間帯に生活相談員（専ら当該指定地域

密着型通所介護の提供に当たる者に限る。）が勤務している時間数の合

計数を当該指定地域密着型通所介護を提供している時間帯の時間数で

除して得た数が１以上確保されるために必要と認められる数 

⑵ 看護師又は准看護師（以下この章において「看護職員」という。） 

指定地域密着型通所介護の単位ごとに、専ら当該指定地域密着型通所介

護の提供に当たる看護職員が１以上確保されるために必要と認められ
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る数 

⑶ 介護職員指定地域密着型通所介護の単位ごとに、当該指定地域密着型

通所介護を提供している時間帯に介護職員（専ら当該指定地域密着型通

所介護の提供に当たる者に限る。）が勤務している時間数の合計数を当

該指定地域密着型通所介護を提供している時間数（次項において「提供

単位時間数」という。）で除して得た数が利用者（当該指定地域密着型

通所介護事業者が法第115条の45第１項第１号ロに規定する第１号通所

事業（地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係

法律の整備等に関する法律（平成26年法律第83号）第５条による改正前

の法第８条の２第７項に規定する介護予防通所介護に相当するものと

して市町村が定めるものに限る。）に係る指定事業者の指定を併せて受

け、かつ、指定地域密着型通所介護の事業と当該第１号通所事業とが同

一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当該事業

所における指定地域密着型通所介護又は当該第１号通所事業の利用者。

以下この節及び次節において同じ。）の数が1５人までの場合にあって

は１以上、15人を超える場合にあっては15人を超える部分の数を５で除

して得た数に１を加えた数以上確保されるために必要と認められる数 

⑷ 機能訓練指導員 １以上 

２ 当該指定地域密着型通所介護事業所の利用定員（当該指定地域密着型通

所介護事業所において同時に指定地域密着型通所介護の提供を受けるこ

とができる利用者の数の上限をいう。以下この節から第４節までにおいて

同じ。）が10人以下である場合にあっては、前項の規定にかかわらず、看

護職員及び介護職員の員数を、指定地域密着型通所介護の単位ごとに、当

該指定地域密着型通所介護を提供している時間帯に看護職員又は介護職

員（いずれも専ら当該指定地域密着型通所介護の提供に当たる者に限る。）

が勤務している時間数の合計数を提供単位時間数で除して得た数が１以

る数 

⑶ 介護職員 指定地域密着型通所介護の単位ごとに、当該指定地域密着

型通所介護を提供している時間帯に介護職員（専ら当該指定地域密着型

通所介護の提供に当たる者に限る。）が勤務している時間数の合計数を

当該指定地域密着型通所介護を提供している時間数（次項において「提

供単位時間数」という。）で除して得た数が利用者（当該指定地域密着

型通所介護事業者が法第115条の45第１項第１号ロに規定する第１号通

所事業（地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関

係法律の整備等に関する法律（平成26年法律第83号）第５条による改正

前の法第８条の２第７項に規定する介護予防通所介護に相当するもの

として市町村が定めるものに限る。）に係る指定事業者の指定を併せて

受け、かつ、指定地域密着型通所介護の事業と当該第１号通所事業とが

同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当該事

業所における指定地域密着型通所介護又は当該第１号通所事業の利用

者。以下この節及び次節において同じ。）の数が15人までの場合にあっ

ては１以上、15人を超える場合にあっては15人を超える部分の数を５で

除して得た数に１を加えた数以上確保されるために必要と認められる

数 

⑷ 機能訓練指導員 １以上 

２ 当該指定地域密着型通所介護事業所の利用定員（当該指定地域密着型通

所介護事業所において同時に指定地域密着型通所介護の提供を受けるこ

とができる利用者の数の上限をいう。以下この節から第４節までにおいて

同じ。）が10人以下である場合にあっては、前項の規定にかかわらず、看

護職員及び介護職員の員数を、指定地域密着型通所介護の単位ごとに、当

該指定地域密着型通所介護を提供している時間帯に看護職員又は介護職

員（いずれも専ら当該指定地域密着型通所介護の提供に当たる者に限る。）
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上確保されるために必要と認められる数とすることができる。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護の単位ごと

に、第１項第３号の介護職員（前項の適用を受ける場合にあっては、同項

の看護職員又は介護職員。次項及び第７項において同じ。）を、常時１人

以上当該指定地域密着型通所介護に従事させなければならない。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、介護職員は、利用者の処遇に支

障がない場合は、他の指定地域密着型通所介護の単位の介護職員として従

事することができるものとする。 

５ 前各項の指定地域密着型通所介護の単位は、指定地域密着型通所介護で

あってその提供が同時に１又は複数の利用者に対して一体的に行われる

ものをいう。 

６ 第１項第４号の機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減

退を防止するための訓練を行う能力を有する者とし、当該指定地域密着型

通所介護事業所の他の職務に従事することができるものとする。 

７ 第１項の生活相談員又は介護職員のうち１人以上は、常勤でなければな

らない。 

８ 指定地域密着型通所介護事業者が第１項第３号に規定する第１号通所

事業に係る指定事業者の指定を併せて受け、かつ、指定地域密着型通所介

護の事業と当該第１号通所事業とが同一の事業所において1体的に運営さ

れている場合については、市町村の定める当該第１号通所事業の人員に関

する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているも

のとみなすことができる。 

（管理者） 

第５９条の４ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護

事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければなら

ない。ただし、指定地域密着型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、

が勤務している時間数の合計数を提供単位時間数で除して得た数が１以

上確保されるために必要と認められる数とすることができる。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護の単位ごと

に、第１項第３号の介護職員（前項の適用を受ける場合にあっては、同項

の看護職員又は介護職員。次項及び第７項において同じ。）を、常時１人

以上当該指定地域密着型通所介護に従事させなければならない。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、介護職員は、利用者の処遇に支

障がない場合は、他の指定地域密着型通所介護の単位の介護職員として従

事することができるものとする。 

５ 前各項の指定地域密着型通所介護の単位は、指定地域密着型通所介護で

あってその提供が同時に１又は複数の利用者に対して一体的に行われる

ものをいう。 

６ 第１項第４号の機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減

退を防止するための訓練を行う能力を有する者とし、当該指定地域密着型

通所介護事業所の他の職務に従事することができるものとする。 

７ 第１項の生活相談員又は介護職員のうち１人以上は、常勤でなければな

らない。 

８ 指定地域密着型通所介護事業者が第１項第３号に規定する第１号通所

事業に係る指定事業者の指定を併せて受け、かつ、指定地域密着型通所介

護の事業と当該第１号通所事業とが同一の事業所において一体的に運営

されている場合については、市町村の定める当該第１号通所事業の人員に

関する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしている

ものとみなすことができる。 

（管理者） 

第５９条の４ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護

事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければなら
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当該指定地域密着型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内

にある他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

第３節 設備に関する基準 

（設備及び備品等） 

第５９条の５ 指定地域密着型通所介護事業所は、食堂、機能訓練室、静養

室、相談室及び事務室を有するほか、消火設備その他の非常災害に際して

必要な設備並びに指定地域密着型通所介護の提供に必要なその他の設備

及び備品等を備えなければならない。 

２ 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

⑴ 食堂及び機能訓練室 

イ 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有するものとし、そ

の合計した面積は、３平方メートルに利用定員を乗じて得た面積以上

とすること。 

ロ イにかかわらず、食堂及び機能訓練室は、食事の提供の際にはその

提供に支障がない広さを確保でき、かつ、機能訓練を行う際にはその

実施に支障がない広さを確保できる場合にあっては、同一の場所とす

ることができる。 

⑵ 相談室遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないよう配慮

されていること。 

３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定地域密着型通所介護の事業の用に

供するものでなければならない。ただし、利用者に対する指定地域密着型

通所介護の提供に支障がない場合は、この限りでない。 

４ 前項ただし書の場合（指定地域密着型通所介護事業者が第１項に掲げる

設備を利用し、夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以外のサービスを

提供する場合に限る。）には、当該サービスの内容を当該サービスの提供

の開始前に当該指定地域密着型通所介護事業者に係る指定を行った市長

ない。ただし、指定地域密着型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、

当該指定地域密着型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内

にある他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

第３節 設備に関する基準 

（設備及び備品等） 

第５９条の５ 指定地域密着型通所介護事業所は、食堂、機能訓練室、静養

室、相談室及び事務室を有するほか、消火設備その他の非常災害に際して

必要な設備並びに指定地域密着型通所介護の提供に必要なその他の設備

及び備品等を備えなければならない。 

２ 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

⑴ 食堂及び機能訓練室 

ア 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有するものとし、そ

の合計した面積は、３平方メートルに利用定員を乗じて得た面積以上

とすること。 

イ イにかかわらず、食堂及び機能訓練室は、食事の提供の際にはその

提供に支障がない広さを確保でき、かつ、機能訓練を行う際にはその

実施に支障がない広さを確保できる場合にあっては、同一の場所とす

ることができる。 

⑵ 相談室 遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないよう配

慮されていること。 

３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定地域密着型通所介護の事業の用に

供するものでなければならない。ただし、利用者に対する指定地域密着型

通所介護の提供に支障がない場合は、この限りでない。 

４ 前項ただし書の場合（指定地域密着型通所介護事業者が第１項に掲げる

設備を利用し、夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以外のサービスを

提供する場合に限る。）には、当該サービスの内容を当該サービスの提供
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に届け出るものとする。 

５ 指定地域密着型通所介護事業者が第59条の３第１項第３号に規定する

第１号通所事業に係る指定事業者の指定を併せて受け、かつ、指定地域密

着型通所介護の事業と当該第１号通所事業とが同一の事業所において一

体的に運営されている場合については、市の定める当該第１号通所事業の

設備に関する基準を満たすことをもって、第１項から第３項までに規定す

る基準を満たしているものとみなすことができる。 

第４節運 営に関する基準 

（心身の状況等の把握） 

第５９条の６ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護

の提供に当たっては、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催するサ

ービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環

境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めな

ければならない。 

（利用料等の受領） 

第５９条の７ 指定地域密着型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに

該当する指定地域密着型通所介護を提供した際には、その利用者から利用

料の一部として、当該指定地域密着型通所介護に係る地域密着型介護サー

ビス費用基準額から当該指定地域密着型通所介護事業者に支払われる地

域密着型介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとす

る。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当しない

指定地域密着型通所介護を提供した際にその利用者から支払を受ける利

用料の額と、指定地域密着型通所介護に係る地域密着型介護サービス費用

基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、次

の開始前に市長に届け出るものとする。 

５ 指定地域密着型通所介護事業者が第59条の３第１項第３号に規定する

第１号通所事業に係る指定事業者の指定を併せて受け、かつ、指定地域密

着型通所介護の事業と当該第１号通所事業とが同一の事業所において一

体的に運営されている場合については、市町村の定める当該第１号通所事

業の設備に関する基準を満たすことをもって、第１項から第３項までに規

定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

第４節 運営に関する基準 

（心身の状況等の把握） 

第５９条の６ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護

の提供に当たっては、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催するサ

ービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環

境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めな

ければならない。 

（利用料等の受領） 

第５９条の７ 指定地域密着型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに

該当する指定地域密着型通所介護を提供した際には、その利用者から利用

料の一部として、当該指定地域密着型通所介護に係る地域密着型介護サー

ビス費用基準額から当該指定地域密着型通所介護事業者に支払われる地

域密着型介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとす

る。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当しない

指定地域密着型通所介護を提供した際にその利用者から支払を受ける利

用料の額と、指定地域密着型通所介護に係る地域密着型介護サービス費用

基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、次
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の各号に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることができる。 

⑴ 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利

用者に対して行う送迎に要する費用 

⑵ 指定地域密着型通所介護に通常要する時間を超える指定地域密着型

通所介護であって利用者の選定に係るものの提供に伴い必要となる費

用の範囲内において、通常の指定地域密着型通所介護に係る地域密着型

介護サービス費用基準額を超える費用 

⑶ 食事の提供に要する費用 

⑷ おむつ代 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、指定地域密着型通所介護の提供において

提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る

費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められる費用 

４ 前項第３号に掲げる費用については、省令基準第24条第４項に規定する

厚生労働大臣が定めるところによるものとする。 

５ 指定地域密着型通所介護事業者は、第３項の費用の額に係るサービスの

提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービ

スの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならな

い。 

（指定地域密着型通所介護の基本取扱方針） 

第５９条の８ 指定地域密着型通所介護は、利用者の要介護状態の軽減又は

悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行われなければな

らない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、自らその提供する指定地域密着型通

所介護の質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。 

（指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針） 

第５９条の９ 指定地域密着型通所介護の方針は、次に掲げるところによる

の各号に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることができる。 

⑴ 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利

用者に対して行う送迎に要する費用 

⑵ 指定地域密着型通所介護に通常要する時間を超える指定地域密着型

通所介護であって利用者の選定に係るものの提供に伴い必要となる費

用の範囲内において、通常の指定地域密着型通所介護に係る地域密着型

介護サービス費用基準額を超える費用 

⑶ 食事の提供に要する費用 

⑷ おむつ代 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、指定地域密着型通所介護の提供において

提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る

費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められる費用 

４ 前項第３号に掲げる費用については、省令基準第24条第４項に規定する

厚生労働大臣が定めるところによるものとする。 

５ 指定地域密着型通所介護事業者は、第３項の費用の額に係るサービスの

提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービ

スの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならな

い。 

（指定地域密着型通所介護の基本取扱方針） 

第５９条の８ 指定地域密着型通所介護は、利用者の要介護状態の軽減又は

悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行われなければな

らない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、自らその提供する指定地域密着型通

所介護の質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。 

（指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針） 

第５９条の９ 指定地域密着型通所介護の方針は、次に掲げるところによる
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ものとする。 

⑴ 指定地域密着型通所介護は、利用者が住み慣れた地域での生活を継続

することができるよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図りつ

つ、利用者の心身の状況を踏まえ、妥当適切に行うものとする。 

⑵ 指定地域密着型通所介護は、利用者１人１人の人格を尊重し、利用者

がそれぞれの役割を持って日常生活を送ることができるよう配慮して

行うものとする。 

⑶ 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、次条第１項に規定する

地域密着型通所介護計画に基づき、漫然かつ画1的にならないように、

利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができるよう必要

な援助を行うものとする。 

⑷ 指定地域密着型通所介護従業者は、指定地域密着型通所介護の提供に

当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、

サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行うものと

する。 

⑸ 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応

し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行うものとする。 

⑹ 指定地域密着型通所介護事業者は、常に利用者の心身の状況を的確に

把握しつつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要なサービスを

利用者の希望に添って適切に提供する。特に、認知症（法第５条の２に

規定する認知症をいう。以下同じ。）である要介護者に対しては、必要

に応じ、その特性に対応したサービスの提供ができる体制を整えるもの

とする。 

（地域密着型通所介護計画の作成） 

第５９条の１０ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、利用者の心身

の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、

ものとする。 

⑴ 指定地域密着型通所介護は、利用者が住み慣れた地域での生活を継続

することができるよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図りつ

つ、利用者の心身の状況を踏まえ、妥当適切に行うものとする。 

⑵ 指定地域密着型通所介護は、利用者１人１人の人格を尊重し、利用者

がそれぞれの役割を持って日常生活を送ることができるよう配慮して

行うものとする。 

⑶ 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、次条第１項に規定する

地域密着型通所介護計画に基づき、漫然かつ画一的にならないように、

利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができるよう必要

な援助を行うものとする。 

⑷ 指定地域密着型通所介護従業者は、指定地域密着型通所介護の提供に

当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、

サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行うものと

する。 

⑸ 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応

し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行うものとする。 

⑹ 指定地域密着型通所介護事業者は、常に利用者の心身の状況を的確に

把握しつつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要なサービスを

利用者の希望に添って適切に提供する。特に、認知症（法第５条の２に

規定する認知症をいう。以下同じ。）である要介護者に対しては、必要

に応じ、その特性に対応したサービスの提供ができる体制を整えるもの

とする。 

（地域密着型通所介護計画の作成） 

第５９条の１０ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、利用者の心身

の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、
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当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した地域密

着型通所介護計画を作成しなければならない。 

２ 地域密着型通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場

合は、当該居宅サービス計画の内容に沿って作成しなければならない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、地域密着型通所介護計画の

作成に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明

し、利用者の同意を得なければならない。 

４ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、地域密着型通所介護計画を

作成した際には、当該地域密着型通所介護計画を利用者に交付しなければ

ならない。 

５ 指定地域密着型通所介護従業者は、それぞれの利用者について、地域密

着型通所介護計画に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記

録を行う。 

（管理者の責務） 

第５９条の１１ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、当該指定地域

密着型通所介護事業所の従業者の管理及び指定地域密着型通所介護の利

用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行

うものとする。 

２ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、当該指定地域密着型通所介

護事業所の従業者にこの節の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行

うものとする。 

（運営規程） 

第５９条の１２ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介

護事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程

を定めておかなければならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した地域密

着型通所介護計画を作成しなければならない。 

２ 地域密着型通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場

合は、当該居宅サービス計画の内容に沿って作成しなければならない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、地域密着型通所介護計画の

作成に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明

し、利用者の同意を得なければならない。 

４ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、地域密着型通所介護計画を

作成した際には、当該地域密着型通所介護計画を利用者に交付しなければ

ならない。 

５ 指定地域密着型通所介護従業者は、それぞれの利用者について、地域密

着型通所介護計画に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記

録を行う。 

（管理者の責務） 

第５９条の１１ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、当該指定地域

密着型通所介護事業所の従業者の管理及び指定地域密着型通所介護の利

用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行

うものとする。 

２ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、当該指定地域密着型通所介

護事業所の従業者にこの節の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行

うものとする。 

（運営規程） 

第５９条の１２ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介

護事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程

を定めておかなければならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 
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⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定地域密着型通所介護の利用定員 

⑸ 指定地域密着型通所介護の内容及び利用料その他の費用の額 

⑹ 通常の事業の実施地域 

⑺ サービス利用に当たっての留意事項 

⑻ 緊急時等における対応方法 

⑼ 非常災害対策 

⑽ その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第５９条の１３ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対し適切な指

定地域密着型通所介護を提供できるよう、指定地域密着型通所介護事業所

ごとに従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業所ごと

に、当該指定地域密着型通所介護事業所の従業者によって指定地域密着型

通所介護を提供しなければならない。ただし、利用者の処遇に直接影響を

及ぼさない業務については、この限りでない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、地域密着型通所介護従業者の資質の

向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。 

（定員の遵守） 

第５９条の１４ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用定員を超えて指定

地域密着型通所介護の提供を行ってはならない。ただし、災害その他のや

むを得ない事情がある場合は、この限りではない。 

（非常災害対策） 

第５９条の１５ 指定地域密着型通所介護事業者は、非常災害に関する具体

的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、そ

⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定地域密着型通所介護の利用定員 

⑸ 指定地域密着型通所介護の内容及び利用料その他の費用の額 

⑹ 通常の事業の実施地域 

⑺ サービス利用に当たっての留意事項 

⑻ 緊急時等における対応方法 

⑼ 非常災害対策 

⑽ その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第５９条の１３ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対し適切な指

定地域密着型通所介護を提供できるよう、指定地域密着型通所介護事業所

ごとに従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業所ごと

に、当該指定地域密着型通所介護事業所の従業者によって指定地域密着型

通所介護を提供しなければならない。ただし、利用者の処遇に直接影響を

及ぼさない業務については、この限りでない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、地域密着型通所介護従業者の資質の

向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。 

（定員の遵守） 

第５９条の１４ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用定員を超えて指定

地域密着型通所介護の提供を行ってはならない。ただし、災害その他のや

むを得ない事情がある場合は、この限りではない。 

（非常災害対策） 

第５９条の１５ 指定地域密着型通所介護事業者は、非常災害に関する具体

的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、そ
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れらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必

要な訓練を行わなければならない。 

（衛生管理等） 

第５９条の１６ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者の使用する施

設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、

又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、当該指定地域密着型通所介護事業所

において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるよ

う努めなければならない。 

（地域との連携等） 

第５９条の１７ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介

護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、市の

職員又は当該指定地域密着型通所介護事業所が所在する区域を管轄する

地域包括支援センターの職員、地域密着型通所介護について知見を有する

者等により構成される協議会（以下この項において「運営推進会議」とい

う。）を設置し、おおむね６月に１回以上、運営推進会議に対し活動状況

を報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、運営推進会議から

必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項の報告、評価、要望、助言等に

ついての記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、地域

住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流

を図らなければならない。 

４ 指定地域密着型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、提供

した指定地域密着型通所介護に関する利用者からの苦情に関して、市等が

派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市が実施する事業に協力

れらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必

要な訓練を行わなければならない。 

（衛生管理等） 

第５９条の１６ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者の使用する施

設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、

又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、当該指定地域密着型通所介護事業所

において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるよ

う努めなければならない。 

（地域との連携等） 

第５９条の１７ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介

護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、市の

職員又は当該指定地域密着型通所介護事業所が所在する区域を管轄する

地域包括支援センターの職員、地域密着型通所介護について知見を有する

者等により構成される協議会（以下この項において「運営推進会議」とい

う。）を設置し、おおむね６月に１回以上、運営推進会議に対し活動状況

を報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、運営推進会議から

必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項の報告、評価、要望、助言等に

ついての記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、地域

住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流

を図らなければならない。 

４ 指定地域密着型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、提供

した指定地域密着型通所介護に関する利用者からの苦情に関して、市等が

派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市が実施する事業に協力
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するよう努めなければならない。 

５ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業所の所

在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定地域密着型通所

介護を提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対しても

指定地域密着型通所介護の提供を行うよう努めなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第５９条の１８ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地

域密着型通所介護の提供により事故が発生した場合は、市、当該利用者の

家族、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者等に連絡を行うととも

に、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して

採った処置について記録しなければならない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着型通所

介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに

行わなければならない。 

４ 指定地域密着型通所介護事業者は、第59条の５第４項の指定地域密着型

通所介護以外のサービスの提供により事故が発生した場合は、第１項及び

第２項の規定に準じた必要な措置を講じなければならない。 

（記録の整備） 

第５９条の１９ 指定地域密着型通所介護事業者は、従業者、設備、備品及

び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着型通所

介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から介

護報酬の請求に係る記録にあっては５年間、その他の記録にあっては２年

間保存しなければならない。 

⑴ 地域密着型通所介護計画 

するよう努めなければならない。 

５ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業所の所

在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定地域密着型通所

介護を提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対しても

指定地域密着型通所介護の提供を行うよう努めなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第５９条の１８ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地

域密着型通所介護の提供により事故が発生した場合は、市、当該利用者の

家族、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者等に連絡を行うととも

に、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して

採った処置について記録しなければならない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着型通所

介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに

行わなければならない。 

４ 指定地域密着型通所介護事業者は、第59条の５第４項の指定地域密着型

通所介護以外のサービスの提供により事故が発生した場合は、第１項及び

第２項の規定に準じた必要な措置を講じなければならない。 

（記録の整備） 

第５９条の１９ 指定地域密着型通所介護事業者は、従業者、設備、備品及

び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着型通所

介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から介

護報酬の請求に係る記録にあっては５年間、その他の記録にあっては２年

間保存しなければならない。 

⑴ 地域密着型通所介護計画 
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⑵ 次条において準用する第20条第２項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

⑶ 次条において準用する第28条に規定する市への通知に係る記録 

⑷ 次条において準用する第38条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

⑸ 前条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置につ

いての記録 

⑹ 第59条の17第２項に規定する報告、評価、要望、助言等の記録 

（準用） 

第５９条の２０ 第９条から第13条まで、第15条から第17条まで、第20条、

第21条、第28条、第34条から第38条まで、第41条及び第53条の規定は、指

定地域密着型通所介護の事業について準用する。この場合において、第９

条第１項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第59条の12に規定

する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者」とあるのは「地域密着型通所介護従業者」と、第34条中「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「地域密着型通所介護従業者」

と読み替えるものとする。 

第５節 指定療養通所介護の事業の基本方針並びに人員、設備及び運営

に関する基準 

第１款 この節の趣旨及び基本方針 

（この節の趣旨） 

第５９条の２１ 第１節から第４節までの規定にかかわらず、指定療養通所

介護（指定地域密着型通所介護であって、難病等を有する重度要介護者又

はがん末期の者であって、サービス提供に当たり常時看護師による観察が

必要なものを対象者とし、第59条の31に規定する療養通所介護計画に基づ

き、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練

を行うものをいう。以下同じ。）の事業の基本方針並びに人員、設備及び

⑵ 次条において準用する第20条第２項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

⑶ 次条において準用する第28条に規定する市への通知に係る記録 

⑷ 次条において準用する第38条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

⑸ 前条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置につ

いての記録 

⑹ 第59条の17第２項に規定する報告、評価、要望、助言等の記録 

（準用） 

第５９条の２０ 第９条から第13条まで、第15条から第17条まで、第20条、

第21条、第28条、第34条から第38条まで、第41条及び第53条の規定は、指

定地域密着型通所介護の事業について準用する。この場合において、第９

条第１項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第59条の12に規定

する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者」とあるのは「地域密着型通所介護従業者」と、第34条中「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「地域密着型通所介護従業者」

と読み替えるものとする。 

第５節 指定療養通所介護の事業の基本方針並びに人員、設備及び運営

に関する基準 

第１款 この節の趣旨及び基本方針 

（この節の趣旨） 

第５９条の２１ 第１節から第４節までの規定にかかわらず、指定療養通所

介護（指定地域密着型通所介護であって、難病等を有する重度要介護者又

はがん末期の者であって、サービス提供に当たり常時看護師による観察が

必要なものを対象者とし、第59条の31に規定する療養通所介護計画に基づ

き、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練

を行うものをいう。以下同じ。）の事業の基本方針並びに人員、設備及び
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運営に関する基準については、この節に定めるところによる。 

（基本方針） 

第５９条の２２ 指定療養通所介護の事業は、要介護状態となった場合にお

いても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応

じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向上を

目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者

の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体

的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない。 

２ 指定療養通所介護の事業を行う者（以下「指定療養通所介護事業者」と

いう。）は、指定療養通所介護の提供に当たっては、利用者の主治の医師

及び当該利用者の利用している訪問看護事業者（指定訪問看護事業者又は

健康保険法（大正11年法律第70号）第88条第１項に規定する指定訪問看護

事業者をいう。以下この節において同じ。）等との密接な連携に努めなけ

ればならない。 

第２款 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第５９条の２３ 指定療養通所介護事業者が当該事業を行う事業所（以下

「指定療養通所介護事業所」という。）ごとに置くべき指定療養通所介護

の提供に当たる看護職員又は介護職員（以下この節において「療養通所介

護従業者」という。）の員数は、利用者の数が1.5に対し、提供時間帯を

通じて専ら当該指定療養通所介護の提供に当たる療養通所介護従業者が

１以上確保されるために必要と認められる数以上とする。 

２ 前項の療養通所介護従業者のうち１人以上は、常勤の看護師であって専

ら指定療養通所介護の職務に従事する者でなければならない。 

（管理者） 

第５９条の２４ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事業所ごと

運営に関する基準については、この節に定めるところによる。 

（基本方針） 

第５９条の２２ 指定療養通所介護の事業は、要介護状態となった場合にお

いても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応

じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向上を

目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者

の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体

的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない。 

２ 指定療養通所介護の事業を行う者（以下「指定療養通所介護事業者」と

いう。）は、指定療養通所介護の提供に当たっては、利用者の主治の医師

及び当該利用者の利用している訪問看護事業者（指定訪問看護事業者又は

健康保険法（大正11年法律第70号）第88条第１項に規定する指定訪問看護

事業者をいう。以下この節において同じ。）等との密接な連携に努めなけ

ればならない。 

第２款 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第５９条の２３ 指定療養通所介護事業者が当該事業を行う事業所（以下

「指定療養通所介護事業所」という。）ごとに置くべき指定療養通所介護

の提供に当たる看護職員又は介護職員（以下この節において「療養通所介

護従業者」という。）の員数は、利用者の数が1.5に対し、提供時間帯を

通じて専ら当該指定療養通所介護の提供に当たる療養通所介護従業者が

１以上確保されるために必要と認められる数以上とする。 

２ 前項の療養通所介護従業者のうち１人以上は、常勤の看護師であって専

ら指定療養通所介護の職務に従事する者でなければならない。 

（管理者） 

第５９条の２４ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事業所ごと
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に専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただ

し、指定療養通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定療養通

所介護事業所の他の職務に従事し、又は同1敷地内にある他の事業所、施

設等の職務に従事することができるものとする。 

２ 指定療養通所介護事業所の管理者は、看護師でなければならない。 

３ 指定療養通所介護事業所の管理者は、適切な指定療養通所介護を行うた

めに必要な知識及び技能を有する者でなければならない。 

第３款 設備に関する基準 

（利用定員） 

第５９条の２５ 指定療養通所介護事業所は、その利用定員（当該指定療養

通所介護事業所において同時に指定療養通所介護の提供を受けることが

できる利用者の数の上限をいう。以下この節において同じ。）を９人以下

とする。 

（設備及び備品等） 

第５９条の２６ 指定療養通所介護事業所は、指定療養通所介護を行うのに

ふさわしい専用の部屋を有するほか、消火設備その他の非常災害に際して

必要な設備並びに指定療養通所介護の提供に必要な設備及び備品等を備

えなければならない。 

２ 前項に掲げる専用の部屋の面積は、6.4平方メートルに利用定員を乗じ

た面積以上とする。 

３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定療養通所介護の事業の用に供する

ものでなければならない。ただし、利用者に対する指定療養通所介護の提

供に支障がない場合は、この限りでない。 

４ 前項ただし書の場合（指定療養通所介護事業者が第1項に掲げる設備を

利用し、夜間及び深夜に療養通所介護以外のサービスを提供する場合に限

る。）には、当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に市長に

に専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただ

し、指定療養通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定療養通

所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施

設等の職務に従事することができるものとする。 

２ 指定療養通所介護事業所の管理者は、看護師でなければならない。 

３ 指定療養通所介護事業所の管理者は、適切な指定療養通所介護を行うた

めに必要な知識及び技能を有する者でなければならない。 

第３款 設備に関する基準 

（利用定員） 

第５９条の２５ 指定療養通所介護事業所は、その利用定員（当該指定療養

通所介護事業所において同時に指定療養通所介護の提供を受けることが

できる利用者の数の上限をいう。以下この節において同じ。）を９人以下

とする。 

（設備及び備品等） 

第５９条の２６ 指定療養通所介護事業所は、指定療養通所介護を行うのに

ふさわしい専用の部屋を有するほか、消火設備その他の非常災害に際して

必要な設備並びに指定療養通所介護の提供に必要な設備及び備品等を備

えなければならない。 

２ 前項に掲げる専用の部屋の面積は、6.4平方メートルに利用定員を乗じ

た面積以上とする。 

３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定療養通所介護の事業の用に供する

ものでなければならない。ただし、利用者に対する指定療養通所介護の提

供に支障がない場合は、この限りでない。 

４ 前項ただし書の場合（指定療養通所介護事業者が第１項に掲げる設備を

利用し、夜間及び深夜に療養通所介護以外のサービスを提供する場合に限

る。）には、当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に市長に
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届け出るものとする。 

第４款 運営に関する基準 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第５９条の２７ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護の提供の開

始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、第59条の34に規

定する運営規程の概要、療養通所介護従業者の勤務の体制、第59条の２第

１項に規定する利用者ごとに定めた緊急時等の対応策、主治の医師及び第

59条の35第１項に規定する緊急時対応医療機関との連絡体制並びにその

他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記し

た文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意

を得なければならない。 

２ 第９条第２項から第６項までの規定は、前項の規定による文書の交付に

ついて準用する。 

（心身の状況等の把握） 

第５９条の２８ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護の提供に当

たっては、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催するサービス担当

者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保

健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければな

らない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、体調の変化等に応じた適切なサービスを提

供できるよう、特に利用者の主治の医師及び当該利用者が利用する訪問看

護事業者等との密接な連携を図り、利用者の心身の状況等の把握に努めな

ければならない。 

（指定居宅介護支援事業者等との連携） 

第５９条の２９ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護を提供する

に当たっては、指定居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉

届け出るものとする。 

第４款 運営に関する基準 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第５９条の２７ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護の提供の開

始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、第59条の34に規

定する運営規程の概要、療養通所介護従業者の勤務の体制、第59条の２第

１項に規定する利用者ごとに定めた緊急時等の対応策、主治の医師及び第

59条の35第１項に規定する緊急時対応医療機関との連絡体制並びにその

他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記し

た文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意

を得なければならない。 

２ 第９条第２項から第６項までの規定は、前項の規定による文書の交付に

ついて準用する。 

（心身の状況等の把握） 

第５９条の２８ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護の提供に当

たっては、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催するサービス担当

者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保

健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければな

らない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、体調の変化等に応じた適切なサービスを提

供できるよう、特に利用者の主治の医師及び当該利用者が利用する訪問看

護事業者等との密接な連携を図り、利用者の心身の状況等の把握に努めな

ければならない。 

（指定居宅介護支援事業者等との連携） 

第５９条の２９ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護を提供する

に当たっては、指定居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉
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サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の提供の

適否について、主治の医師を含めたサービス担当者会議において検討する

ため、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業に対して必要な情報を提供

するように努めなければならない。 

３ 指定療養通所介護事業者は、利用者に係る指定居宅介護支援事業者に対

して、居宅サービス計画の作成及び変更等に必要な情報を提供するように

努めなければならない。 

４ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護の提供の終了に際して

は、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、当該利用者

に係る指定居宅介護支援事業者に対する情報の提供及び保健医療サービ

ス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならな

い。 

（指定療養通所介護の具体的取扱方針） 

第５９条の３０ 指定療養通所介護の方針は、次に掲げるところによるもの

とする。 

⑴ 指定療養通所介護の提供に当たっては、次条第１項に規定する療養通所

介護計画に基づき、利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことが

できるよう必要な援助を行うものとする。 

⑵ 療養通所介護従業者は、指定療養通所介護の提供に当たっては、懇切丁

寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法

等について、理解しやすいように説明を行うものとする。 

⑶ 指定療養通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切

な介護技術をもってサービスの提供を行うものとする。 

⑷ 指定療養通所介護事業者は、利用者の体調の変化等に応じた適切なサー

ビスを提供できるよう、利用者の主治の医師や当該利用者の利用する訪問

サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の提供の

適否について、主治の医師を含めたサービス担当者会議において検討する

ため、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業に対して必要な情報を提供

するように努めなければならない。 

３ 指定療養通所介護事業者は、利用者に係る指定居宅介護支援事業者に対

して、居宅サービス計画の作成及び変更等に必要な情報を提供するように

努めなければならない。 

４ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護の提供の終了に際して

は、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、当該利用者

に係る指定居宅介護支援事業者に対する情報の提供及び保健医療サービ

ス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならな

い。 

（指定療養通所介護の具体的取扱方針） 

第５９条の３０ 指定療養通所介護の方針は、次に掲げるところによるもの

とする。 

⑴ 指定療養通所介護の提供に当たっては、次条第１項に規定する療養通

所介護計画に基づき、利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むこ

とができるよう必要な援助を行うものとする。 

⑵ 療養通所介護従業者は、指定療養通所介護の提供に当たっては、懇切

丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供

方法等について、理解しやすいように説明を行うものとする。 

⑶ 指定療養通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適

切な介護技術をもってサービスの提供を行うものとする。 

⑷ 指定療養通所介護事業者は、利用者の体調の変化等に応じた適切なサ

ービスを提供できるよう、利用者の主治の医師や当該利用者の利用する
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看護事業者等との密接な連携を図り、サービスの提供方法及び手順等につ

いての情報の共有を十分に図るものとする。 

⑸ 指定療養通所介護事業者は、常に利用者の心身の状況を的確に把握しつ

つ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要なサービスを利用者の希

望に添って適切に提供するものとする。 

（療養通所介護計画の作成） 

第５９条の３１ 指定療養通所介護事業所の管理者は、利用者の心身の状

況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該

目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した療養通所介

護計画を作成しなければならない。 

２ 療養通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、

当該居宅サービス計画の内容に沿って作成しなければならない。 

３ 療養通所介護計画は、既に訪問看護計画書（指定居宅サービス等基準第

70条第１項に規定する訪問看護計画書又は指定訪問看護の事業の人員及

び運営に関する基準（平成12年厚生省令第80号）第17条第１項に規定する

訪問看護計画書をいう。以下この節において同じ。）が作成されている場

合は、当該訪問看護計画書の内容との整合を図りつつ、作成しなければな

らない。 

４ 指定療養通所介護事業所の管理者は、療養通所介護計画の作成に当たっ

ては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同

意を得なければならない。 

５ 指定療養通所介護事業所の管理者は、療養通所介護計画を作成した際に

は、当該療養通所介護計画を利用者に交付しなければならない。 

６ 療養通所介護従業者は、それぞれの利用者について、療養通所介護計画

に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行う。 

（緊急時等の対応） 

訪問看護事業者等との密接な連携を図り、サービスの提供方法及び手順

等についての情報の共有を十分に図るものとする。 

⑸ 指定療養通所介護事業者は、常に利用者の心身の状況を的確に把握し

つつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要なサービスを利用者

の希望に添って適切に提供するものとする。 

（療養通所介護計画の作成） 

第５９条の３１ 指定療養通所介護事業所の管理者は、利用者の心身の状

況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該

目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した療養通所介

護計画を作成しなければならない。 

２ 療養通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、

当該居宅サービス計画の内容に沿って作成しなければならない。 

３ 療養通所介護計画は、既に訪問看護計画書（指定居宅サービス等基準第

70条第１項に規定する訪問看護計画書又は指定訪問看護の事業の人員及

び運営に関する基準（平成12年厚生省令第80号）第17条第１項に規定する

訪問看護計画書をいう。以下この節において同じ。）が作成されている場

合は、当該訪問看護計画書の内容との整合を図りつつ、作成しなければな

らない。 

４ 指定療養通所介護事業所の管理者は、療養通所介護計画の作成に当たっ

ては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同

意を得なければならない。 

５ 指定療養通所介護事業所の管理者は、療養通所介護計画を作成した際に

は、当該療養通所介護計画を利用者に交付しなければならない。 

６ 療養通所介護従業者は、それぞれの利用者について、療養通所介護計画

に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行う。 

（緊急時等の対応） 
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第５９条の３２ 指定療養通所介護事業者は、現に指定療養通所介護の提供

を行っているときに利用者の病状の急変が生じた場合等に備え、主治の医

師とともに、その場合の対応策（以下この節において「緊急時等の対応策」

という。）について利用者ごとに検討し、緊急時等の対応策をあらかじめ

定めておかなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、緊急時等の対応策について、利用者及びそ

の家族に対して十分に説明し、利用者及びその家族が安心してサービスを

利用できるよう配慮しなければならない。 

３ 療養通所介護従業者は、現に指定療養通所介護の提供を行っているとき

に利用者の病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、緊急時等の対応

策に基づき、速やかに主治の医師又は第59条の35第１項に規定する緊急時

対応医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

４ 指定療養通所介護事業者は、利用者の主治の医師と密接な連携をとりな

がら、利用者の状態の変化に応じて緊急時等の対応策の変更を行うものと

する。 

５ 第１項及び第２項の規定は、前項に規定する緊急時等の対応策の変更に

ついて準用する。 

（管理者の責務） 

第５９条の３３ 定療養通所介護事業所の管理者は、当該指定療養通所介護

事業所の従業者の管理及び指定療養通所介護の利用の申込みに係る調整、

業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うものとする。 

２ 指定療養通所介護事業所の管理者は、利用者の体調の変化等に応じた適

切なサービスを提供できるよう、利用者の主治の医師や当該利用者が利用

する訪問看護事業者等との密接な連携を図り、サービスの提供方法及び手

順等についての情報の共有を十分に行わなければならない。 

３ 指定療養通所介護事業所の管理者は、指定療養通所介護の提供に適切な

第５９条の３２ 指定療養通所介護事業者は、現に指定療養通所介護の提供

を行っているときに利用者の病状の急変が生じた場合等に備え、主治の医

師とともに、その場合の対応策（以下この節において「緊急時等の対応策」

という。）について利用者ごとに検討し、緊急時等の対応策をあらかじめ

定めておかなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、緊急時等の対応策について、利用者及びそ

の家族に対して十分に説明し、利用者及びその家族が安心してサービスを

利用できるよう配慮しなければならない。 

３ 療養通所介護従業者は、現に指定療養通所介護の提供を行っているとき

に利用者の病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、緊急時等の対応

策に基づき、速やかに主治の医師又は第59条の35第１項に規定する緊急時

対応医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

４ 指定療養通所介護事業者は、利用者の主治の医師と密接な連携をとりな

がら、利用者の状態の変化に応じて緊急時等の対応策の変更を行うものと

する。 

５ 第１項及び第２項の規定は、前項に規定する緊急時等の対応策の変更に

ついて準用する。 

（管理者の責務） 

第５９条の３３ 指定療養通所介護事業所の管理者は、当該指定療養通所介

護事業所の従業者の管理及び指定療養通所介護の利用の申込みに係る調

整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うものとする。 

２ 指定療養通所介護事業所の管理者は、利用者の体調の変化等に応じた適

切なサービスを提供できるよう、利用者の主治の医師や当該利用者が利用

する訪問看護事業者等との密接な連携を図り、サービスの提供方法及び手

順等についての情報の共有を十分に行わなければならない。 

３ 指定療養通所介護事業所の管理者は、指定療養通所介護の提供に適切な
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環境を整備しなければならない。 

４ 指定療養通所介護事業所の管理者は、指定療養通所介護の利用者個々の

療養通所介護計画の作成に関し、必要な指導及び管理を行わなければなら

ない。 

５ 指定療養通所介護事業所の管理者は、当該指定療養通所介護事業所の従

業者にこの款の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

（運営規程） 

第５９条の３４ 定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事業所ごとに

次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めておかな

ければならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定療養通所介護の利用定員 

⑸ 指定療養通所介護の内容及び利用料その他の費用の額 

⑹ 通常の事業の実施地域 

⑺ サービス利用に当たっての留意事項 

⑻ 非常災害対策 

⑼ その他運営に関する重要事項 

（緊急時対応医療機関） 

第５９条の３５ 定療養通所介護事業者は、利用者の病状の急変等に備える

ため、あらかじめ、緊急時対応医療機関を定めておかなければならない。 

２ 緊急時対応医療機関は、指定療養通所介護事業所と同一の敷地内に存し

又は隣接し若しくは近接していなければならない。 

３ 指定療養通所介護事業者は、緊急時において円滑な協力を得るため、当

該緊急時対応医療機関との間であらかじめ必要な事項を取り決めておか

環境を整備しなければならない。 

４ 指定療養通所介護事業所の管理者は、指定療養通所介護の利用者個々の

療養通所介護計画の作成に関し、必要な指導及び管理を行わなければなら

ない。 

５ 指定療養通所介護事業所の管理者は、当該指定療養通所介護事業所の従

業者にこの款の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

（運営規程） 

第５９条の３４ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事業所ごと

に次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めておか

なければならない。 

⑴ 事業の目的及び運営の方針 

⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

⑶ 営業日及び営業時間 

⑷ 指定療養通所介護の利用定員 

⑸ 指定療養通所介護の内容及び利用料その他の費用の額 

⑹ 通常の事業の実施地域 

⑺ サービス利用に当たっての留意事項 

⑻ 非常災害対策 

⑼ その他運営に関する重要事項 

（緊急時対応医療機関） 

第５９条の３５ 指定療養通所介護事業者は、利用者の病状の急変等に備え

るため、あらかじめ、緊急時対応医療機関を定めておかなければならない。 

２ 緊急時対応医療機関は、指定療養通所介護事業所と同一の敷地内に存し

又は隣接し若しくは近接していなければならない。 

３ 指定療養通所介護事業者は、緊急時において円滑な協力を得るため、当

該緊急時対応医療機関との間であらかじめ必要な事項を取り決めておか
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なければならない。 

（安全・サービス提供管理委員会の設置） 

第５９条の３６ 指定療養通所介護事業者は、安全かつ適切なサービスの提

供を確保するため、地域の医療関係団体に属する者、地域の保健、医療又

は福祉の分野を専門とする者その他指定療養通所介護の安全かつ適切な

サービスの提供を確保するために必要と認められる者から構成される安

全・サービス提供管理委員会（次項において「委員会」という。）を設置

しなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、おおむね６月に１回以上委員会を開催する

こととし、事故事例等、安全管理に必要なデータの収集を行うとともに、

当該データ等を踏まえ、指定療養通所介護事業所における安全かつ適切な

サービスの提供を確保するための方策の検討を行い、当該検討の結果につ

いての記録を作成しなければならない。 

３ 指定療養通所介護事業者は、前項の検討の結果を踏まえ、必要に応じて

対策を講じなければならない。 

（記録の整備） 

第５９条の３７ 指定療養通所介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計

に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の提供に

関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存しな

ければならない。 

⑴ 療養通所介護計画 

⑵ 前条第２項に規定する検討の結果についての記録 

⑶ 次条において準用する第20条第２項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

⑷ 次条において準用する第28条に規定する市町村へのに係る記録 

なければならない。 

（安全・サービス提供管理委員会の設置） 

第５９条の３６ 指定療養通所介護事業者は、安全かつ適切なサービスの提

供を確保するため、地域の医療関係団体に属する者、地域の保健、医療又

は福祉の分野を専門とする者その他指定療養通所介護の安全かつ適切な

サービスの提供を確保するために必要と認められる者から構成される安

全・サービス提供管理委員会（次項において「委員会」という。）を設置

しなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、おおむね６月に１回以上委員会を開催する

こととし、事故事例等、安全管理に必要なデータの収集を行うとともに、

当該データ等を踏まえ、指定療養通所介護事業所における安全かつ適切な

サービスの提供を確保するための方策の検討を行い、当該検討の結果につ

いての記録を作成しなければならない。 

３ 指定療養通所介護事業者は、前項の検討の結果を踏まえ、必要に応じて

対策を講じなければならない。 

（記録の整備） 

第５９条の３７ 指定療養通所介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計

に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の提供に

関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しな

ければならない。 

⑴ 療養通所介護計画 

⑵ 前条第２項に規定する検討の結果についての記録 

⑶ 次条において準用する第20条第２項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

⑷ 次条において準用する第28条に規定する市への通知に係る記録 
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⑸ 次条において準用する第38条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

⑹ 次条において準用する第59条の18第２項に規定する事故の状況及び

事故に際して採った処置についての記録 

⑺ 次条において準用する第59条の17第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

（準用） 

第５９条の３８ 第10条から第13条まで、第16条から第18条まで、第20条、

第23条、第28条、第34条から第38条まで、第41条、第59条の７（第３項第

２号を除く。）、第59条の８及び第59条の14から第59条の18までの規定は、

指定療養通所介護の事業について準用する。この場合において、第34条中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「療養通所介護

従業者」と、第59条の13中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「療

養通所介護従業者」と、第59条の17第１項中「地域密着型通所介護につい

て知見を有する者」とあるのは「療養通所介護について知見を有する者」

と、「６月」とあるのは「1２月」と、同条第３項中「当たっては」とあ

るのは「当たっては、利用者の状態に応じて」と、第59条の18第４項中「第

59条の５第４項」とあるのは「第59条の26第４項」と読み替えるものとす

る。 

⑸ 次条において準用する第38条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

⑹ 次条において準用する第59条の18第２項に規定する事故の状況及び

事故に際して採った処置についての記録 

⑺ 次条において準用する第59条の17第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

（準用） 

第５９条の３８ 第10条から第13条まで、第16条から第18条まで、第20条、

第23条、第28条、第34条から第38条まで、第41条、第59条の７（第３項第

２号を除く。）、第59条の８及び第59条の14から第59条の18までの規定は、

指定療養通所介護の事業について準用する。この場合において、第34条中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「療養通所介護

従業者」と、第59条の13中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「療

養通所介護従業者」と、第59条の17第１項中「地域密着型通所介護につい

て知見を有する者」とあるのは「療養通所介護について知見を有する者」

と、「６月」とあるのは「12月」と、同条第３項中「当たっては」とある

のは「当たっては、利用者の状態に応じて」と、第59条の18第４項中「第

59条の５第４項」とあるのは「第59条の26第４項」と読み替えるものとす

る。 

第６０条 指定地域密着型サービスに該当する認知症対応型通所介護（以下

「指定認知症対応型通所介護」という。）の事業は、要介護状態となった

場合においても、その認知症（法第５条の２に規定する認知症をいう。以

下同じ。）である利用者（その者の認知症の原因となる疾患が急性の状態

にある者を除く。以下同じ。）が可能な限りその居宅において、その有す

る能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持

又は向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことによ

り、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家

第６０条 指定地域密着型サービスに該当する認知症対応型通所介護（以下

「指定認知症対応型通所介護」という。）の事業は、要介護状態となった

場合においても、その認知症（法第５条の２に規定する認知症をいう。以

下同じ。）である利用者（その者の認知症の原因となる疾患が急性の状態

にある者を除く。以下同じ。）が可能な限りその居宅において、その有す

る能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持

又は向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことによ

り、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家
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族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない。 族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない。 

第６１条～第６４条 略 第６１条～第６４条 略 

（利用定員等） （利用定員等） 

第６５条 共用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用定員（当該共用型

指定認知症対応型通所介護事業所において同時に共用型指定認知症対応

型通所介護の提供を受けることができる利用者の数の上限をいう。）は、

指定認知症対応型共同生活介護事業所又は指定介護予防認知症対応型共

同生活介護事業所においては共同生活住居（法第８条第20項又は法第８条

の２第15項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。）ごとに、指定地

域密着型特定施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設においては施設

ごとに１日当たり３人以下とする。 

第６５条 共用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用定員（当該共用型

指定認知症対応型通所介護事業所において同時に共用型指定認知症対応

型通所介護の提供を受けることができる利用者の数の上限をいう。）は、

指定認知症対応型共同生活介護事業所又は指定介護予防認知症対応型共

同生活介護事業所においては共同生活住居（法第８条第21項又は法第８条

の２第15項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。）ごとに、指定地

域密着型特定施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設においては施設

ごとに１日当たり３人以下とする。 

第６６条 略 第６６条 略 

（心身の状況等の把握） （心身の状況等の把握） 

第６７条 指定認知症対応型通所介護事業者（単独型・併設型指定認知症対

応型通所介護事業者及び共用型指定認知症対応型通所介護事業者をいう。

以下同じ。）は、指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、利用者

に係る指定居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じ

て、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス

又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。 

第６７条及び第６８条 削除対応型対応型対応型対応型通所介護事業者（単独型・併設型指定認

知症対応型通所介護事業者及び共用型指定認知症対応型通所介護事業者

をいう。以下同じ。）は、指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、

利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等

を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サ

ービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければな 

（利用料等の受領） （利用料等の受領） 

第６８条 指定認知症対応型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該

当する指定認知症対応型通所介護を提供した際には、その利用者から利用

料の一部として、当該指定認知症対応型通所介護に係る地域密着型介護サ

ービス費用基準額から当該指定認知症対応型通所介護事業者に支払われ

る地域密着型介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるもの

第６８条 指定認知症対応型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該

当する指定認知症対応型通所介護を提供した際には、その利用者から利用

料の一部として、当該指定認知症対応型通所介護に係る地域密着型介護サ

ービス費用基準額から当該指定認知症対応型通所介護事業者に支払われ

る地域密着型介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるもの
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とする。 とする。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当しな

い指定認知症対応型通所介護を提供した際にその利用者から支払を受け

る利用料の額と、指定認知症対応型通所介護に係る地域密着型介護サービ

ス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならな

い。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当しな

い指定認知症対応型通所介護を提供した際にその利用者から支払を受け

る利用料の額と、指定認知症対応型通所介護に係る地域密着型介護サービ

ス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならな

い。 

３ 指定認知症対応型通所介護事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、

次の各号に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることができる。 

３ 指定認知症対応型通所介護事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、

次の各号に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることができる。 

⑴ 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利

用者に対して行う送迎に要する費用 

⑴ 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利

用者に対して行う送迎に要する費用 

⑵ 指定認知症対応型通所介護に通常要する時間を超える指定認知症対

応型通所介護であって利用者の選定に係るものの提供に伴い必要とな

る費用の範囲内において、通常の指定認知症対応型通所介護に係る地域

密着型介護サービス費用基準額を超える費用 

⑵ 指定認知症対応型通所介護に通常要する時間を超える指定認知症対

応型通所介護であって利用者の選定に係るものの提供に伴い必要とな

る費用の範囲内において、通常の指定認知症対応型通所介護に係る地域

密着型介護サービス費用基準額を超える費用 

⑶ 食事の提供に要する費用 ⑶ 食事の提供に要する費用 

⑷ おむつ代 ⑷ おむつ代 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、指定認知症対応型通所介護の提供におい

て提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係

る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められる費用 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、指定認知症対応型通所介護の提供におい

て提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係

る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められる費用 

４ 前項第３号に掲げる費用については、省令基準第49条第４項に規定す

る厚生労働大臣が定めるところによるものとする。 

４ 前項第３号に掲げる費用については、省令基準第49条第４項に規定す

る厚生労働大臣が定めるところによるものとする。 

５ 指定認知症対応型通所介護事業者は、第３項の費用の額に係るサービス

の提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サー

ビスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければなら

ない。 

５ 指定認知症対応型通所介護事業者は、第３項の費用の額に係るサービス

の提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サー

ビスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければなら

ない。 
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第６９条～第７１条 略 第６９条～第７１条 略 

（管理者の責務） （管理者の責務） 

第７２条 指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は、指定認知症対応型

通所介護事業所の従業者の管理及び指定認知症対応型通所介護の利用の

申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うも

のとする。 

第７２条 削除応型通所介護事業所の管理者は、指定認知症対応型通所介護

事業所の従業者の管理及び指定認知症対応型通所介護の利用の申込みに

係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うものとす

る。    

２ 指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は、当該指定認知症対応型通

所介護事業所の従業者にこの節の規定を遵守させるため必要な指揮命令

を行うものとする。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業所の管理者は、当該指定認知症対応型通

所介護事業所の従業者にこの節の規定を遵守させるため必要な指揮命令

を行うものとする。 

（運営規程） （運営規程） 

第７３条 略 第７３条 略 

⑴～⑶ 略 ⑴～⑶ 略 

⑷ 指定認知症対応型通所介護の利用定員（第61条第２項又は第65条第１

項の利用定員をいう。第75条において同じ。） 

⑷ 指定認知症対応型通所介護の利用定員（第61条第２項又は第65条第１

項の利用定員をいう。第75条において同じ。） 

⑸～⑽ 略 ⑸～⑽ 略 

（勤務体制の確保等） （勤務体制の確保等） 

第７４条 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対し適切な指定認

知症対応型通所介護を提供できるよう、指定認知症対応型通所介護事業所

ごとに従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

第７４条から第７８条まで 削除者は、利用者に対し適切な指定認知症対応

型通所介護を提供できるよう、指定認知症対応型通所介護事業所ごとに従

業者の勤務の体制を定めておかなければな  らない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、指定認知症対応型通所介護事業所

ごとに、当該指定認知症対応型通所介護事業所の従業者によって指定認知

症対応型通所介護を提供しなければならない。ただし、利用者の処遇に直

接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、指定認知症対応型通所介護事業所

ごとに、当該指定認知症対応型通所介護事業所の従業者によって指定認知

症対応型通所介護を提供しなければならない。ただし、利用者の処遇に直

接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

３ 指定認知症対応型通所介護事業者は、認知症対応型通所介護従業者の資 ３ 指定認知症対応型通所介護事業者は、認知症対応型通所介護従業者の資
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質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。 質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。 

（定員の遵守） （定員の遵守） 

第７５条 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用定員を超えて指定認知

症対応型通所介護の提供を行ってはならない。ただし、災害その他のやむ

を得ない事情がある場合は、この限りでない。 

第７５条 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用定員を超えて指定認知

症対応型通所介護の提供を行ってはならない。ただし、災害その他のやむ

を得ない事情がある場合は、この限りでない。 

（非常災害対策） （非常災害対策） 

第７６条 指定認知症対応型通所介護事業者は、非常災害に関する具体的計

画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それら

を定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な

訓練を行わなければならない。 

第７６条 指定認知症対応型通所介護事業者は、非常災害に関する具体的計

画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それら

を定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な

訓練を行わなければならない。 

（衛生管理等） （衛生管理等） 

第７７条 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者の使用する施設、食

器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は

衛生上必要な措置を講じなければならない。 

第７７条 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者の使用する施設、食

器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は

衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、当該指定認知症対応型通所介護事

業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ず

るよう努めなければならない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、当該指定認知症対応型通所介護事

業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ず

るよう努めなければならない。 

（地域との連携等） （地域との連携等） 

第７８条 指定認知症対応型通所介護事業者は、指定認知症通所介護の提供

に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、指定認知症対

応型通所介護事業所が所在する市町村の職員又は当該指定認知症対応型

通所介護事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援センターの職員、

認知症対応型通所介護について知見を有する者等により構成される協議

会（以下この項において「運営推進会議」という。）を設置し、おおむね

６月に１回以上、運営推進会議に対して指定認知症対応型通所介護の活動

第７８条 指定認知症対応型通所介護事業者は、指定認知症通所介護の提供

に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、指定認知症対

応型通所介護事業所が所在する市町村の職員又は当該指定認知症対応型

通所介護事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援センターの職員、

認知症対応型通所介護について知見を有する者等により構成される協議

会（以下この項において「運営推進会議」という。）を設置し、おおむね

６月に１回以上、運営推進会議に対して指定認知症対応型通所介護の活動
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状況を報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、運営推進会議

から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

状況を報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、運営推進会議

から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、前項の報告、評価、要望、助言等

についての記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければならな

い。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、前項の報告、評価、要望、助言等

についての記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければならな

い。 

３ 指定認知症対応型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、地

域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交

流を図らなければならない。 

３ 指定認知症対応型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、地

域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交

流を図らなければならない。 

４ 指定認知症対応型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、提

供した指定認知症対応型通所介護に関する利用者からの苦情に関して、市

等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市が実施する事業に

協力するよう努めなければならない。 

４ 指定認知症対応型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、提

供した指定認知症対応型通所介護に関する利用者からの苦情に関して、市

等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市が実施する事業に

協力するよう努めなければならない。 

５ 指定認知症対応型通所介護事業者は、指定認知症対応型通所介護事業所

の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定認知症対応

型通所介護を提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対

しても指定認知症対応型通所介護の提供を行うよう努めなければならな

い。 

５ 指定認知症対応型通所介護事業者は、指定認知症対応型通所介護事業所

の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定認知症対応

型通所介護を提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対

しても指定認知症対応型通所介護の提供を行うよう努めなければならな

い。 

（事故発生時の対応） （事故発生時の対応） 

第７８条の２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認

知症対応型通所介護の提供により事故が発生した場合は、市、当該利用者

の家族、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者等に連絡を行うととも

に、必要な措置を講じなければならない。 

第７８条の２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認

知症対応型通所介護の提供により事故が発生した場合は、市、当該利用者

の家族、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者等に連絡を行うととも

に、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際し

て採った処置について記録しなければならない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際し

て採った処置について記録しなければならない。 

３ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症対応型 ３ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対する指定認知症対応型
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通所介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速や

かに行わなければならない。 

通所介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速や

かに行わなければならない。 

４ 指定認知症対応型通所介護事業者は、第63条第４項の単独型・併設型指

定認知症対応型通所介護以外のサービスの提供により事故が発生した場

合は、第１項及び第２項の規定に準じた必要な措置を講じなければならな

い。 

４ 指定認知症対応型通所介護事業者は、第63条第４項の単独型・併設型指

定認知症対応型通所介護以外のサービスの提供により事故が発生した場

合は、第１項及び第２項の規定に準じた必要な措置を講じなければならな

い。 

 （記録の整備） 

第７９条 略 

２ 略 

⑴～⑷ 略 

⑸ 前条第２項             に規定する事故の状況及び

事故に際して採った処置についての記録 

⑹ 第78条第２項           に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

 （記録の整備） 

第７９条 略 

２ 略 

⑴～⑷ 略 

⑸ 次条において準用する第59条の18第２項に規定する事故の状況及び

事故に際して採った処置についての記録 

⑹ 次条において準用する第59条の17第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

（準用） （準用） 

第８０条 第９条から第13条まで、第15条から第18条まで、第20条、第22条、

第28条、第34条から第38条まで、第41条及び第53条          

                         の規定は、指定認

知症対応型通所介護の事業について準用する。この場合において、第９条

第１項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第73条に規定する重

要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」

とあるのは「認知症対応型通所介護従業者」と、第34条中「定期巡回・随

時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「認知症対応型通所介護従業者」

と                               

                                

第８０条 第９条から第13条まで、第15条から第18条まで、第20条、第22条、

第28条、第34条から第38条まで、第41条、第53条、第59条の６、第59条の

７、第59条の11及び第59条の13から第59条の18までの規定は、指定認知症

対応型通所介護の事業について準用する。この場合において、第９条第１

項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第73条に規定する重要事

項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあ

るのは「認知症対応型通所介護従業者」と、第34条中「定期巡回・随時対

応型訪問介護看護従業者」とあるのは「認知症対応型通所介護従業者」と、

第59条の17第１項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあ

るのは「認知症対応型通所介護について知見を有する者」と、第59条の18
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                               読

み替えるものとする。 

第４項中「第59条の５第４項」とあるのは「第63条第４項」と読み替える

ものとする。 

第８１条～第８６条 略 第８１条～第８６条 略 

（心身の状況等の把握） （心身の状況等の把握） 

第８７条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅

介護の提供に当たっては、介護支援専門員（第82条第12項の規定により介

護支援専門員を配置していないサテライト型指定小規模多機能型居宅介

護事業所にあっては、本体事業所の介護支援専門員。以下この条及び第93

条において同じ。）が開催するサービス担当者会議（介護支援専門員が居

宅サービス計画の作成のために居宅サービス計画の原案に位置付けた指

定居宅サービス等（法第８条第23項に規定する指定居宅サービス等をい

う。以下同じ。）の担当者を召集して行う会議をいう。）等を通じて、利

用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福

祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。 

第８７条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅

介護の提供に当たっては、介護支援専門員（第82条第12項の規定により介

護支援専門員を配置していないサテライト型指定小規模多機能型居宅介

護事業所にあっては、本体事業所の介護支援専門員。以下この条及び第93

条において同じ。）が開催するサービス担当者会議（介護支援専門員が居

宅サービス計画の作成のために居宅サービス計画の原案に位置付けた指

定居宅サービス等（法第８条第24項に規定する指定居宅サービス等をい

う。以下同じ。）の担当者を召集して行う会議をいう。）等を通じて、利

用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福

祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。 

第８８条～第１０４条 略 第８８条～第１０４条 略 

（地域との連携等） （地域との連携等） 

第１０５条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居

宅介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、

指定小規模多機能型居宅介護事業所が所在する市の職員又は当該指定小

規模多機能型居宅介護事業所が所在する区域を管轄する法第115条の46第

１項に規定する地域包括支援センターの職員、小規模多機能型居宅介護に

ついて知見を有する者等により構成される協議会（以下この項において

「運営推進会議」という。）を設置し、おおむね２月に１回以上（地域と

連携し、地域に開かれた安定した運営ができていると市長が認める場合

は、おおむね３月に１回以上）、運営推進会議に対し通いサービス及び宿

第１０５条 削除小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居

宅介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、

指定小規模多機能型居宅介護事業所が所在する市の職員又は当該指定小

規模多機能型居宅介護事業所が所在する区域を管轄する法第115条の46第

１項に規定する地域包括支援センターの職員、小規模多機能型居宅介護に

ついて知見を有する者等により構成される協議会（以下この項において

「運営推進会議」という。）を設置し、おおむね２月に１回以上（地域と

連携し、地域に開かれた安定した運営ができていると市長が認める場合

は、おおむね３月に１回以上）、運営推進会議に対し通いサービス及び宿
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泊サービスの提供回数等の活動状況を報告し、運営推進会議による評価を

受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設け

なければならない。 

泊サービスの提供回数等の活動状況を報告し、運営推進会議による評価を

受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設け

なければならない。 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、前項の報告、評価、要望、助言

等についての記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければならな

い。 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、前項の報告、評価、要望、助言

等についての記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければならな

い。 

３ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、その事業の運営に当たっては、

地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との

交流を図らなければならない。 

３ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、その事業の運営に当たっては、

地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との

交流を図らなければならない。 

４ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、その事業の運営に当たっては、

提供した指定小規模多機能型居宅介護に関する利用者からの苦情に関し

て、市等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市が実施する事

業に協力するよう努めなければならない。 

４ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、その事業の運営に当たっては、

提供した指定小規模多機能型居宅介護に関する利用者からの苦情に関し

て、市等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市が実施する事

業に協力するよう努めなければならない。 

５ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅介護事

業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定小規模

多機能型居宅介護を提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の

者に対しても指定小規模多機能型居宅介護の提供を行うよう努めなけれ

ばならない。 

５ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居宅介護事

業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定小規模

多機能型居宅介護を提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の

者に対しても指定小規模多機能型居宅介護の提供を行うよう努めなけれ

ばならない。 

第１０６条 略 第１０６条 略 

（記録の整備） （記録の整備） 

第１０７条 略 第１０７条 略 

２ 略 ２ 略 

⑴～⑺ 略 ⑴～⑺ 略 

⑻ 第105条第２項           に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

⑻ 次条において準用する第59条の17第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 
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（準用） （準用） 

第１０８条 第９条から第13条まで、第20条、第22条、第28条、第34条から

第38条まで、第40条、第41条、第72条、第74条及び第77条       

     の規定は、指定小規模多機能型居宅介護の事業について準用す

る。この場合において、第９条第１項中「第31条に規定する運営規程」と

あるのは「第100条に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「小規模多機能型居宅介護従

業者」と、第34条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「小規模多機能型居宅介護従業者」と、第72条第２項 中「この節」

とあるのは「第５章第４節」と、第74条第３項中「認知症対応型通所介護

従業者」 とあるのは「小規模多機能型居宅介護従業者」と      

                                

                                

                                

                                

                                

      読み替えるものとする。 

第１０８条 第９条から第13条まで、第20条、第22条、第28条、第34条から

第38条まで、第40条、第41条、第59条の11、第59条の13、第59条の16及び

第59条の17の規定は、指定小規模多機能型居宅介護の事業について準用す

る。この場合において、第９条第１項中「第31条に規定する運営規程」と

あるのは「第100条に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「小規模多機能型居宅介護従

業者」と、第34条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「小規模多機能型居宅介護従業者」と、第59条の11第２項中「この節」

とあるのは「第５章第４節」と、第59条の13第３項中「地域密着型通所介

護従業者」とあるのは「小規模多機能型居宅介護従業者」と第59条の17第

１項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「小規

模多機能型居宅介護について知見を有する者」と、「６月に１回以上」と

あるのは「３月に１回以上（地域と連携し、地域に開かれた安定した運営

ができていると市長が認める場合は、おおむね４月に１回以上）」と、「活

動状況」とあるのは「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動

状況」と読み替えるものとする。 

第１０９条 指定地域密着型サービスに該当する認知症対応型共同生活介

護（以下「指定認知症対応型共同生活介護」という。）の事業は、要介護

者であって認知症であるものについて、共同生活住居（法第８条第19項に

規定する共同生活を営むべき住居をいう。以下同じ。）において、家庭的

な環境と地域住民との交流の下で入浴、排せつ、食事等の介護その他の日

常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力

に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするものでなければ

ならない。 

第１０９条 指定地域密着型サービスに該当する認知症対応型共同生活介

護（以下「指定認知症対応型共同生活介護」という。）の事業は、要介護

者であって認知症であるものについて、共同生活住居（法第８条第20項に

規定する共同生活を営むべき住居をいう。以下同じ。）において、家庭的

な環境と地域住民との交流の下で入浴、排せつ、食事等の介護その他の日

常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力

に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするものでなければ

ならない。 

第１１０条～第１２６条 略 第１１０条～第１２６条 略 



歯資 料料   

 

34 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第１２７条 略 第１２７条 略 

２ 略 ２ 略 

⑴～⑹ 略 ⑴～⑹ 略 

⑺ 次条において準用する第105条第２項 に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

⑺ 次条において準用する第59条の17第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

（準用） （準用） 

第１２８条 第９条、第10条、第12条、第13条、第22条、第28条、第34条か

ら第36条まで、第38条、第40条、第41条、第72条、第77条       

             、第99条、第102条、第104条及び第105条第

１項から第４項までの規定は、指定認知症対応型共同生活介護の事業につ

いて準用する。この場合において、第９条第１項中「第31条に規定する運

営規程」とあるのは「第122条に規定する重要事項に関する規程」と、「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「介護従業者」と、

第34条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「介護

従業者」と、第72条第２項  中「この節」とあるのは「第６章第４節」

と、                               

                                 

                                

                                

      第99条中「小規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「介

護従業者」と、第102条中「指定小規模多機能型居宅介護事業者」とある

のは「指定認知症対応型共同生活介護事業者」と、第105条第１項から第

４項まで第１項中「小規模多機能型居宅介護について知見を有する者」と

あるのは「認知症対応型共同生活介護について知見を有する者」と、「通

第１２８条 第９条、第10条、第12条、第13条、第22条、第28条、第34条か

ら第36条まで、第38条、第40条、第41条、第59条の10、第59条の16、第59

条の17第１項から第４項まで、第99条、第102条、及び第104条     

          の規定は、指定認知症対応型共同生活介護の事業に

ついて準用する。この場合において、第９条第１項中「第31条に規定する

運営規程」とあるのは「第122条に規定する重要事項に関する規程」と、

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「介護従業者」

と、第34条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「介

護従業者」と、第59条の11第２項中「この節」とあるのは「第６章第４節」

と、第59条の17第１項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」

とあるのは「認知症対応型共同生活介護について知見を有する者」と、「６

月に１回以上」とあるのは「３月に１回以上（地域と連携し、地域に開か

れた安定した運営ができていると市長が認める場合は、おおむね４月に１

回以上）」、第99条中「小規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「介

護従業者」と、第102条中「指定小規模多機能型居宅介護事業者」とある

のは「指定認知症対応型共同生活介護事業者」と           
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いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」とあるのは「活動

状況」と読み替えるものとする。 

                                

    読み替えるものとする。 

第１２９条 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型特定施設入居

者生活介護（以下「指定地域密着型特定施設入居者生活介護」という。）

の事業は、地域密着型特定施設サービス計画（法第８条第20項に規定する

計画をいう。以下同じ。）に基づき、入浴、排せつ、食事等の介護その他

の日常生活上の世話、機能訓練及び療養上の世話を行うことにより、当該

指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供を受ける入居者（以下この

章において「利用者」という。）が指定地域密着型特定施設（同項に規定

する地域密着型特定施設であって、当該指定地域密着型特定施設入居者生

活介護の事業が行われるものをいう。以下同じ。）においてその有する能

力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするものでなけれ

ばならない。 

第１２９条 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型特定施設入居

者生活介護（以下「指定地域密着型特定施設入居者生活介護」という。）

の事業は、地域密着型特定施設サービス計画（法第８条第21項に規定する

計画をいう。以下同じ。）に基づき、入浴、排せつ、食事等の介護その他

の日常生活上の世話、機能訓練及び療養上の世話を行うことにより、当該

指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供を受ける入居者（以下この

章において「利用者」という。）が指定地域密着型特定施設（同項に規定

する地域密着型特定施設であって、当該指定地域密着型特定施設入居者生

活介護の事業が行われるものをいう。以下同じ。）においてその有する能

力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするものでなけれ

ばならない。 

第１３０条～第１４７条 略 第１３０条～第１４７条 略 

（記録の整備） （記録の整備） 

第１４８条 略 第１４８条 略 

２ 略 ２ 略 

⑴～⑺ 略  ⑴～⑺ 略  

⑻ 次条において準用する第105条第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

⑻ 次条において準用する第59条の17第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

（準用） （準用） 

第１４９条 第12条、第13条、第22条、第28条、第34条から第38条まで、第

40条、第41条、第72条、第76条、第77条、第99条及び第105条第１項から

第４項まで       の規定は、指定地域密着型特定施設入居者生活

介護の事業について準用する。この場合において、第34条中「定期巡回・

第１４９条 第12条、第13条、第22条、第28条、第34条から第38条まで、第

40条、第41条、第59条の11、第59条の15、第59条の16、第59条の17第１項

から第４項まで及び第99条の規定は、指定地域密着型特定施設入居者生活

介護の事業について準用する。この場合において、第34条中「定期巡回・
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随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「地域密着型特定施設従業者」

と、第72条第２項  中「この節」とあるのは「第７章第４節」と、第10

5条第１項から第４項まで第１項中「小規模多機能型居宅介護について知

見を有する者」とあるのは「地域密着型特定施設入居者生活介護について

知見を有する者」と、「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活

動状況」とあるのは「活動状況」と                 

     読み替えるものとする。 

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「地域密着型特定施設従業者」

と、第59条の11第２項中「この節」とあるのは「第７章第４節」と、第59

条の17第１項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるの

は「地域密着型特定施設入居者生活介護について知見を有する者」と、「６

月に１回以上」とあるのは「３月に１回以上（地域と連携し、地域に開か

れた安定した運営ができていると市長が認める場合は、おおむね４月に１

回以上）」と読み替えるものとする。 

（基本方針） （基本方針） 

第１５０条 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護（以下「指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護」という。）の事業を行う地域密着型介護老人福祉施設（以下「指定

地域密着型介護老人福祉施設」という。）は、地域密着型施設サービス計

画（法第８条第21項に規定する地域密着型施設サービス計画をいう。以下

同じ。）に基づき、可能な限り、居宅における生活への復帰を念頭に置い

て、入浴、排せつ、食事等の介護、相談及び援助、社会生活上の便宜の供

与その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行

うことにより、入所者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むこ

とができるようにすることを目指すものでなければならない。 

第１５０条 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護（以下「指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護」という。）の事業を行う地域密着型介護老人福祉施設（以下「指定

地域密着型介護老人福祉施設」という。）は、地域密着型施設サービス計

画（法第８条第22項に規定する地域密着型施設サービス計画をいう。以下

同じ。）に基づき、可能な限り、居宅における生活への復帰を念頭に置い

て、入浴、排せつ、食事等の介護、相談及び援助、社会生活上の便宜の供

与その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行

うことにより、入所者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むこ

とができるようにすることを目指すものでなければならない。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第１５１条 略 

２～12 略 

第１５１条 略 

２～12 略 

13 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定通所介護事業所（指定居宅サー

ビス等基準第93条第１項に規定する指定通所介護事業所をいう。以下同

じ。）、指定短期入所生活介護事業所等               

又は併設型指定認知症対応型通所介護の事業を行う事業所若しくは指定

13 指定地域密着型介護老人福祉施設に指定通所介護事業所（指定居宅サー

ビス等基準第93条第１項に規定する指定通所介護事業所をいう。以下同

じ。）、指定短期入所生活介護事業所等、指定地域密着型通所介護事業所

又は併設型指定認知症対応型通所介護の事業を行う事業所若しくは指定
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地域密着型介護予防サービス基準第５条第１項に規定する併設型指定介

護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事業所が併設される場合にお

いては、当該併設される事業所の生活相談員、栄養士又は機能訓練指導員

については、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の生活相談員、栄養士

又は機能訓練指導員により当該事業所の利用者の処遇が適切に行われる

と認められるときは、これを置かないことができる。 

14～17 略 

地域密着型介護予防サービス基準第５条第１項に規定する併設型指定介

護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事業所が併設される場合にお

いては、当該併設される事業所の生活相談員、栄養士又は機能訓練指導員

については、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の生活相談員、栄養士

又は機能訓練指導員により当該事業所の利用者の処遇が適切に行われる

と認められるときは、これを置かないことができる。 

14～17 略 

第１５２条～第１７５条 略 

（記録の整備） 

第１５２条～第１７５条 略 

（記録の整備） 

第１７６条 略 第１７６条 略 

２ 略  ２ 略  

⑴～⑹ 略  ⑴～⑹ 略  

⑺ 次条において準用する第105条第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

⑺ 次条において準用する第59条の17第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

（準用） （準用） 

第１７７条 第９条、第10条、第12条、第13条、第22条、第28条、第34条、

第36条、第38条、第41条、第72条、第76条、第105条第１項から第４項ま

で      の規定は、指定地域密着型介護老人福祉施設について準用

する。この場合において、第９条第１項中「第31条に規定する運営規程」

とあるのは「第168条に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」と、第13条第１項

中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、」とあ

るのは「入所の際に」と、同条第２項中「指定居宅介護支援が利用者に対

して行われていない等の場合であって必要と認めるときは、要介護認定」

とあるのは「要介護認定」と、第34条中「定期巡回・随時対応型訪問介護

第１７７条 第９条、第10条、第12条、第13条、第22条、第28条、第34条、

第36条、第38条、第41条、第59条の11、第59条の15及び第59条の17第１項

から第４項までの規定は、指定地域密着型介護老人福祉施設について準用

する。この場合において、第９条第１項中「第31条に規定する運営規程」

とあるのは「第168条に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」と、第13条第１項

中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、」とあ

るのは「入所の際に」と、同条第２項中「指定居宅介護支援が利用者に対

して行われていない等の場合であって必要と認めるときは、要介護認定」

とあるのは「要介護認定」と、第34条中「定期巡回・随時対応型訪問介護
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看護従業者」とあるのは「従業者」と、第72条第２項  中「この節」と

あるのは「第８章第４節」と、第105条第１項から第４項まで第１項中「小

規模多機能型居宅介護について知見を有する者」とあるのは「地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護について知見を有する者」と、「通いサ

ービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」とあるのは「活動状況」

と                         読み替えるも

のとする。 

看護従業者」とあるのは「従業者」と、第59条の11第２項中「この節」と

あるのは「第８章第４節」と、第59条の17第１項中「地域密着型通所介護

について知見を有する者」とあるのは「地域密着型介護老人福祉施設入所

者生活介護について知見を有する者」と、「６月に１回以上」とあるのは

「３月に１回以上（地域と連携し、地域に開かれた安定した運営ができて

いると市長が認める場合は、おおむね４月に１回以上）」と読み替えるも

のとする。 

第１７８条～第１８８条 略 第１７８条～第１８８条 略 

（準用） （準用） 

第１８９条 第９条、第10条、第12条、第13条、第22条、第28条、第34条、

第36条、第38条、第41条、第72条、第76条、第105条第１項から第４項ま

で     、第153条から第155条まで、第158条、第161条、第163条か

ら第167条まで及び第171条から第176条までの規定は、ユニット型指定地

域密着型介護老人福祉施設について準用する。この場合において、第９条

第１項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第186条に規定する

重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」

とあるのは「従業者」と、第13条第１項中「指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の提供の開始に際し、」とあるのは「入居の際に」と、同条第

２項中「指定居宅介護支援が利用者に対して行われていない等の場合であ

って必要と認めるときは、要介護認定」とあるのは「要介護認定」と、第

34条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」

と、第72条第２項  中「この節」とあるのは「第８章第５節」と、第10

5条第１項から第４項まで第１項中「小規模多機能型居宅介護について知

見を有する者」とあるのは「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

について知見を有する者」と、「通いサービス及び宿泊サービスの提供回

数等の活動状況」とあるのは「活動状況」と             

第１８９条 第９条、第10条、第12条、第13条、第22条、第28条、第34条、

第36条、第38条、第41条、第59条の11、第59条の15、第59条の17第１項か

ら第４項まで、第153条から第155条まで、第158条、第161条、第163条か

ら第167条まで及び第171条から第176条までの規定は、ユニット型指定地

域密着型介護老人福祉施設について準用する。この場合において、第９条

第１項中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第186条に規定する

重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」

とあるのは「従業者」と、第13条第１項中「指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の提供の開始に際し、」とあるのは「入居の際に」と、同条第

２項中「指定居宅介護支援が利用者に対して行われていない等の場合であ

って必要と認めるときは、要介護認定」とあるのは「要介護認定」と、第

34条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」

と、第59条の11第２項中「この節」とあるのは「第８章第５節」と、第59

条の17第１項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるの

は「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について知見を有する

者」と、「６月に１回以上」とあるのは「３月に１回以上（地域と連携し、

地域に開かれた安定した運営ができていると市長が認める場合は、おおむ
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           、第167条中「第158条」とあるのは「第189条に

おいて準用する第158条」と、同条第５号中「第157条第５項」とあるのは

「第182条第７項」と、同条第６号中「第177条」とあるのは「第189条」

と、同条第７号中「第175条第３項」とあるのは「第189条において準用す

る第175条第３項」と、第176条第２項第２号中「第155条第２項」とある

のは「第189条において準用する第155条第２項」と、同項第３号中「第15

7条第５項」とあるのは「第182条第７項」と、同項第４号及び第５号中「次

条」とあるのは「第189条」と、同項第６号中「前条第３項」とあるのは

「第189条において準用する前条第３項」と読み替えるものとする。 

ね４月に１回以上）」と、第167条中「第158条」とあるのは「第189条に

おいて準用する第158条」と、同条第５号中「第157条第５項」とあるのは

「第182条第７項」と、同条第６号中「第177条」とあるのは「第189条」

と、同条第７号中「第175条第３項」とあるのは「第189条において準用す

る第175条第３項」と、第176条第２項第２号中「第155条第２項」とある

のは「第189条において準用する第155条第２項」と、同項第３号中「第15

7条第５項」とあるのは「第182条第７項」と、同項第４号及び第５号中「次

条」とあるのは「第189条」と、同項第６号中「前条第３項」とあるのは

「第189条において準用する前条第３項」と読み替えるものとする。 

第１９０条～第２００条 略 第１９０条～第２００条 略 

（記録の整備） （記録の整備） 

第２０１条 略 第２０１条 略 

２ 略 ２ 略 

⑴～⑼ 略 ⑴～⑼ 略 

⑽ 次条において準用する第105条第２項 に規定する報告、評価、要望、

助言などの記録 

⑽ 次条において準用する第59条の17第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

（準用） （準用） 

第２０２条 第９条から第13条まで、第20条、第22条、第28条、第34条から

第38条まで、第40条、第41条、第72条、第74条、第77条        

    、第87条から第90条まで、第93条から第95条まで、第97条、第98

条及び第100条から第106条       の規定は、指定看護小規模多機

能型居宅介護の事業について準用する。この場合において、第９条第１項

中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第202条において準用する

第100条に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」

第２０２条 第９条から第13条まで、第20条、第22条、第28条、第34条から

第38条まで、第40条、第41条、第59条の11、第59条の13、第59条の16、第

59条の17、第87条から第90条まで、第93条から第95条まで、第97条、第98

条、第100条から第103条まで及び第106条の規定は、指定看護小規模多機

能型居宅介護の事業について準用する。この場合において、第９条第１項

中「第31条に規定する運営規程」とあるのは「第202条において準用する

第100条に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」
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と、第34条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあり、第74

条第３項中「認知症対応型通所介護従業者」とあり、並びに第89条   

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

        及び第97条中「小規模多機能型居宅介護従業者」とある

のは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第106条中「第82条第６

項」とあるのは「第191条第７項各号」と読み替えるものとする。 

 

以下 略 

 

と、第34条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「看

護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第59条の11第２項中「この節」と

あるのは「第９章第４節」と、第59条の13中「地域密着型通所介護従業者」

とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第59条の17第１項

中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「看護小規

模多機能型居宅介護について知見を有する者」と、「６月に１回以上」と

あるのは「３月に１回以上（地域と連携し、地域に開かれた安定した運営

ができていると市長が認める場合は、おおむね４月に１回以上）」と、「活

動状況」とあるのは「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動

状況」と、第89条及び第97条中「小規模多機能型居宅介護従業者」とある

のは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第106条中「第82条第６

項」とあるのは「第191条第７項各号」と読み替えるものとする。 

 

以下 略 
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   飛騨市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

（案）要旨 

 

 

１ 改正の趣旨 

指定地域密着型サービス事業者が遵守すべき運営等の各種基準については、介

護保険法の規定により、厚生労働省令（以下「省令」という。）で定める基準を

基本に市条例で定めている。制度改正に伴い、平成28年４月１日より、定員18名

以下の小規模な通所介護事業が、新たに地域密着型通所介護事業として位置付け

られ、市町村の監督下に置かれているが、事業者が遵守すべき各種基準は、経過

措置により、市町村条例が定められるまでは、省令の基準が適用されているとこ

ろである。このたび地域密着型通所介護事業に係る本市の運営等各種基準を新た

に追加して定めるとともに、関係する規定についても所要の改正を行う。 

また、地域密着型サービスの他の事業で現在規定している省令基準を参酌して

定めている市独自の基準について、現行の実施状況や社会情勢を踏まえ、所要の

見直しを行う。 

 

２ 改正の内容 

⑴ 地域密着型通所介護の人員、設備及び運営に係る基準を新たに追加するもの

であるが、国の基準を参酌して定めることができる市の独自の基準について

は、現行条例制定時の考え方を基本として一部で同様の基準を設けるほかは、

国の基準どおりの基準とする。 

・市で定める独自基準 

   記録の保存年限について、省令基準は、２年間であるが、公費過払いの返

還請求の消滅時効は、地方自治法の規定により５年であるため、介護報酬の

請求過誤の場合に対応できるよう５年間とする。  

⑵ 従来のサービスにおける市独自基準の追加と見直し 

運営の透明性確保、サービスの質向上等のために地域住民や行政等の参加に

より開催することを義務付けている「運営推進会議」の開催回数基準（サービ

ス事業によりその基準は異なる）について、人材不足による厳しい運営状況や
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サービスの質が確保できている現況に鑑み、一部サービスについて、その回数

基準を緩和する。 

 ア 下記の事業について、約２月に１回の頻度での開催を、約３月に１回の

頻度での開催と緩和し、安定運営が認められる事業所ではその開催回数を

約３月に１回の頻度から約４月に１回の頻度と緩和を図る。 

認知症対応型共同生活介護事業、小規模多機能型居宅介護事業、地域密

着型特定施設入居者生活介護事業、地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護事業、看護小規模多機能型居宅介護事業  

イ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業については、省令基準どおり約

３月に１回の頻度のままとするが、安定運営が認められる事業所では、上

記サービス同様約４月に１回の頻度として緩和を認めることができること

とする。 

 

３ 施行日 公布の日 


